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第４章 施設規模・機能の検討 

 

１．複合化・集約化の検討 

（１）複合化・集約化の検討の考え方 

多目的屋内施設の規模・機能を検討するに際し、質と量を意識した施設整備を進めて

いくために、他の施設との複合化や集約化の検討を行っていきます。 

また、複合化や集約化の対象となり得る施設について、施設整備の基本コンセプトで

も掲げている通り、様々なスポーツ利用を想定していることやイベント開催などの多

目的な利用により新たな交流が生まれることを目指していることから、第２章で実態

把握を行った関連施設（スポーツ施設及び文化施設）を集約対象となり得る施設としま

す。その上で、その施設の中から複合化・集約化の効果検証を行う施設（以下、「集約

等対象施設」という。）を選定し、効果検証を行います。〔図表４- １〕 

 

図表４- １ 関連施設の位置情報 

 

出所）国土地理院より作成 

0m   1km 

総合体育館 

牛川地区体育館 武道館 

石巻地区体育館 

下五井地区体育館 

新栄地区体育館 

草間地区体育館 

浜道地区体育館 

大清水地区体育館 

二川地区体育館 

飯村地区体育館 

前田南地区体育館 

アイプラザ豊橋 

豊橋市民文化会館 

穂の国とよはし 

芸術劇場「プラット」 

ライフポートとよはし 

【凡例】 

スポーツ施設 

文化施設 

牛川地区体育館 

前田南地区体育館 

武道館 

豊橋市民 

文化会館 

豊橋公園 
（多目的屋内施設候補地） 

0m   300m 
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（２）集約等対象施設の選定方法 

集約等対象施設の選定方法は、利用に関する項目（過去 10年平均利用者数※１、各ブ

ロックの将来人口の変化率、過去５年の平均稼働率）からなる利用度と立地建物性能に

関する項目（多目的屋内施設との直線距離、2020 年時点の築年数、バリアフリー対応

状況）からなる立地建物性能より点数化を行い、平均値と標準偏差を求め、偏差値を算

出し、集約対象施設を評価し選定するものとします。〔図表４- ２〕 

 

※１）文化施設は過去７年平均利用者数（アイプラザ豊橋の統計が 10 年に満たないた

め、文化施設はすべて平成 25年度からの統計を用いて平均利用者数を算定）か

ら、座席数を割り、１席当たりの平均利用者数を用いて点数化 

 

図表４- ２ 利用度と立地建物性能の点数化方法 

 

【点数化項目の評価】 

①過去 10年平均利用者数が多いと、偏差値は高くなる。 

②各ブロックの将来人口の変化率が高いと、偏差値は高くなる。 

  ③過去５年の平均稼働率が高いと、偏差値は高くなる。 

④多目的屋内施設との直線距離が長いと、偏差値は高くなる。 

  ⑤2020年時点の築年数が短いと、偏差値は高くなる。 

  ⑤バリアフリー対応がされていると、偏差値は高くなる。 
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（３）集約等対象施設の評価 

集約等対象施設の評価結果を以下に示します。〔図表４- ３、図表４- ４〕 

 

図表４- ３ 各スポーツ施設の評価の内訳 
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図表４- ４ 各文化施設の評価の内訳 

 
※1）屋内スポーツ施設のあり方調査について〔図表Ⅳ-３〕校区別の人口推計を参照 

※2）豊橋市公共施設白書のバリアフリー対応状況より、○：10点、△：５点として点数化 

  

施設名 単位
豊橋市民文化

会館

ライフポート

とよはし
アイプラザ豊橋

穂の国とよはし

芸術劇場

「プラット」

平均 標準偏差

ブロック 4 9 7 4

過去７年間の平均利用者数 人 31,904 101,003 130,605 99,309

座席数 席 490 1,306 1,719 778

１席当たりの平均利用者数 人 65.1 77.3 76.0 127.6 86.5 27.9

偏差値 点 42.3 46.7 46.2 64.7

2020年人口※1 人 26,417 57,495 67,622 26,417

2035年人口※1 人 21,291 61,237 61,709 21,291

将来人口の変化率 ％ 80.6 106.5 91.3 80.6 89.8 12.3

偏差値 42.5 63.7 51.3 42.5

③ 過去５年平均稼働率 ％ 43.8 49.2 50.8 55.6 49.9 4.9

偏差値 点 37.6 48.7 52.0 61.8

利用度　小計 点 122.4 159.1 149.5 169.0

④ 多目的屋内施設との直線距離 km 1.78 7.26 4.50 1.78 3.8 2.6

偏差値 点 42.2 63.1 52.6 42.2

開設年 年 1967 1994 1976 2013

2020年時点の築年数 年 53 26 44 7 32.5 20.4

偏差値 点 39.9 53.2 44.4 62.5

⑥ バリアフリー対応※2 年 35 40 50 50 43.8 7.5

偏差値 点 38.3 45.0 58.3 58.3

立地建物性能　小計 点 120.4 161.3 155.3 163.0

総合点 点 242.8 320.4 304.8 332.0

順　位 4 2 3 1

施設名 単位
豊橋市民文化

会館

ライフポート

とよはし
アイプラザ豊橋

穂の国とよはし

芸術劇場

「プラット」

平均 標準偏差

ブロック 4 9 7 4

利用度　小計 点 122.4 159.1 149.5 169.0 150.0 20.0

偏差値 点 36.2 54.5 49.8 59.5

立地建物性能　小計 点 120.4 161.3 155.3 163.0 150.0 20.0

偏差値 点 35.2 55.6 52.6 56.5

項　目

評　価

項　目

②

立地建物

性能

⑤

評　価

利用度

①
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（４）集約等対象施設の選定 

算出した各施設の偏差値を基に、縦軸を立地建物性能、横軸を利用度として４つの分

類区分を設定（各偏差値の中央値である 50で分類した場合）し、それぞれの区分にお

ける評価の考え方を整理することで、各施設を評価しました。〔図表４- ５〕 

その結果、スポーツ施設においては、武道館、前田南地区体育館、牛川地区体育館が

分類区分のＣに分類されたことから、集約等対象施設として選定します。〔図表４- ６〕 

また、文化施設においては、分類区分のＣに分類された豊橋市民文化会館を集約等対

象施設として選定するとともに、分類区分Ｂ１ではありますが、４つの施設の中で相対

的に利用度が低いアイプラザ豊橋も集約等対象施設として選定します。〔図表４- ７〕 

 

図表４- ５ 分類区分と評価の考え方 

分類区分 評価の考え方 

Ａ 利用度、立地建物性能ともに良好な施設 

Ｂ１ 
立地建物性能は良好であるが、利用度は低いた

め、利用度向上に向けた検討が必要な施設 

Ｂ２ 
利用度は良好であるが、立地建物性能は低いた

め、改修等に向けた検討が必要な施設 

Ｃ 
利用度、立地建物性能ともに低いため、利用度

向上や改修等に向けた検討が必要な施設 

 

  

Ａ Ｂ１ 

Ｂ２ Ｃ 

低  利用度  高 
 

高 

立
地
建
物
性
能 

低 
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図表４- ６ 各スポーツ施設の評価と分類 

 

 

図表４- ７ 各文化施設の評価と分類 

 

 

  

Ａ Ｂ１ 

Ｂ２ Ｃ 

Ａ Ｂ１ 

Ｂ２ Ｃ 
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（５）整備方針の例示 

スポーツ施設及び文化施設における集約等対象施設について、整備方針の例示を整

理しました。〔図表４- ８〕 

 

図表４- ８ 整備方針の例示 

整備方針 

の例示 
解説・模式図 対象施設 

① 

複合化※１ 

集約化※２ 

 

複数の施設を１つの施設に集約化すること

で、同じ機能の共用部分を省略することが

できます。 

複合化のイメージ 

 

 

 

集約化のイメージ 

前田南地区体育館、牛川地区体育館、

武道館 

② 廃止 

施設を解体撤去し、廃止します。 

 前田南地区体育館、牛川地区体育館、

武道館 

③ 用途変更 

施設で提供していた既存の提供サービスを

廃止し、防災施設（備蓄倉庫等）に用途変更

します。 

 

 

前田南地区体育館、牛川地区体育館 

武道館 

④ 

規模縮小

による建

替(減築) 

現状の規模や提供サービスを見直し、規模

を縮小（ホール機能を除外）して建替（減築）

します。 

 
豊橋市民文化会館、アイプラザ豊橋 

※１）複合化とは、目的や機能が異なる施設を統合し、それぞれの機能を有した複合施設を整

備する手法です。 

※２）集約化とは、目的や機能が同じ施設を統合し、一体の施設を整備する手法です。 
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（６）定量的試算と結果 

整備方針の例示ごとに、試算の考え方を整理し、その効果を算出しました。〔図表４

- ９〕 

スポーツ施設の複合化・集約化による効果は約６億円の効果が見込まれる結果とな

りました。また、廃止による効果は約 10億円、用途変更による効果は 0.1億円の試算

結果となりました。文化施設では、現状維持による建替した場合と比べ、規模縮小によ

る建替（減築）した場合、約 47億円の効果が見込まれます。〔図表４- １０〕 

 

図表４- ９ 整備方針における試算の考え方と計算式 

整備方針 

の例示 
試算の考え方 計算式 

① 
複合化 

集約化 

対象施設を個別に建設した場

合と比べ、複合化・集約化して

建設した場合の集約効果を試

算する。複合化・集約化により

共用部分が共有できることか

ら、共用部の延べ面積に建設費

単価を乗じて試算する。 

○個別で建設した場合 

対象施設全体の延べ面積×建設費 

○複合化・集約化して建設した場合 

（対象施設全体の延べ面積－共用部※の延べ面

積）×建設費 

※地区体育館は、アリーナ面積以外を共用部とす

る。 

※武道館は、地区体育館の共用部面積に習い、施

設全体の延べ面積の２割を共用部とする。 

② 廃止 

対象施設を現状維持した場合

と比べ、解体撤去して廃止した

場合の効果を試算する。 

○現状維持した場合 

年間維持管理費＋対象施設全体の延べ面積×

大規模修繕費 

○廃止した場合 

対象施設全体の延べ面積×解体撤去費 

③ 用途変更 

対象施設を現状維持した場合

と比べ、サービス機能（スポー

ツ利用）を廃止し、防災施設（備

蓄倉庫等）に用途変更した場合

の効果を試算する。 

○現状維持した場合 

年間維持管理費＋対象施設全体の延べ面積×

大規模修繕費 

○用途変更した場合 

なし（火災保険等の維持管理費は別途必要） 

④ 

規模縮小

による建

替(減築) 

対象施設を現状維持した場合

と比べ、サービス機能（ホール

利用）を集約（廃止）し、ホー

ル部分の延べ面積を除外した

延べ面積に建設費単価を乗じ

て試算する。 

○現状維持による建替した場合 

対象施設全体の延べ面積×解体撤去費＋年間

維持管理費＋対象施設全体の延べ面積×建設

費 

○規模縮小による建替した場合 

 対象施設全体の延べ面積×解体撤去費＋年間

維持管理費＋ホール以外の延べ面積×建設費 
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図表４- １０ 整備方針における定量的効果の試算 

 

※１）平成 30年度指定管理料（10地区体育館・武道館）の総額より、延べ面積で案分した値／豊橋市公共

施設白書 

※２）大規模修繕費 200千円/㎡／北杜市公共施設マネジメント白書 

※３）公共施設等の解体撤去事業に関する調査結果より、教育関連施設平均 3,400 万円／延べ面積 1,416

㎡で試算／総務省自治財政局地方債課 

※４）本調査第４章の概算工事費の平均値 

※５）平成 30年度指定管理料／豊橋市公共施設白書 

※６）年間維持管理費※５÷施設全体の延べ面積で㎡単価算出。豊橋市民文化会館は 6.5千円/㎡、アイプ

ラザ豊橋は 5.6千円/㎡となり、これにホール以外の延べ面積を乗じて算出。 

 

  

費目
単価

(千円/㎡)
前田南地区

体育館
牛川地区
体育館

武道館
合計

（千円）

1,224.00 1,313.86 3,038.56

1,020.00 1,020.00 2,430.85

204.00 293.86 607.71

個別で建設した場合 建設費※４ 540 660,960 709,484 1,640,822 3,011,266

複合化・集約化して建設した場合 建設費※４ 540 550,800 550,800 1,312,659 2,414,259

110,160 158,684 328,163 597,007

年間維持管理費※１ - 2,533 4,967 6,681 14,181

大規模修繕費※２ 200 244,800 262,772 607,712 1,115,284

廃止した場合 解体撤去費※３ 24 29,376 31,533 72,925 133,834

217,957 236,206 541,468 995,631

現状維持した場合 年間維持管理費※１ - 2,533 4,967 6,681 14,181

用途変更した場合 - 0 0 0 0

2,533 4,967 6,681 14,181

費目
単価

（千円）
豊橋市民
文化会館

アイプラザ
豊橋

-
合計

（千円）

6,065.68 13,298.84 -

1,807.37 6,811.88 -

4,258.31 6,486.96 -

解体撤去費※３ 24 145,576 319,172 - 464,748

年間維持管理費※５ - 39,584 74,052 - 113,636

建設費※４ 540 3,275,467 7,181,374 - 10,456,841

解体撤去費※３ 24 145,576 319,172 - 464,748

建設費※４ 540 2,299,487 3,502,958 - 5,802,445

年間維持管理費※６ - 27,679 36,327 - 64,006

987,885 3,716,141 - 4,704,026

文化施設

　施設全体の延べ面積（㎡）

　ホールの延べ面積（㎡）

ホール以外の延べ面積（㎡）

④

規模縮小
による建
替（減
築）

現状維持による建替した場合

規模縮小による建替した場合

規模縮小による建替（減築）による効果

② 廃止

現状維持した場合

廃止による効果

③ 用途変更

用途変更による効果

スポーツ施設

施設全体の延べ面積（㎡）

アリーナ等競技スペースの延べ面積（㎡）

共用部の延べ面積（㎡）

①
複合化
集約化

複合化・集約化による効果
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２．フロアサイズ及び観客席数の検討 

（１）フロアサイズの検討 

① フロアサイズの検討の方針 

 フロアサイズの検討は、現在の総合体育館及び集約等対象施設の状況〔図表４- １

１〕、総合体育館・地区体育館・武道館で行われている主な競技の国体施設基準〔図表

４- １２〕〔図表４- １３〕、特に広い競技スペースを必要とする競技の国体施設基準

〔図表４- １４〕、直近の類似施設の整備状況〔図表４- １５〕を踏まえて行うものと

します。 

 

図表４- １１ 総合体育館及び集約対象施設の状況と 

         それを踏まえて多目的屋内施設において必要になると考えられる諸室 

施設名 フロア又はホール規模 状況 
考えられる

諸室 

豊橋市総

合体育館 

第１競技場：3,450㎡ 

第２競技場：1,178㎡ 

 休日の稼働率が特に高く、利用が過密化し

ています。大会等のイベントの予約が思い

通りとれないといった状況も発生してい

ます。 

 プロスポーツの試合等の開催も増えてい

ますが、スポーツをすることを重視した施

設であるため、スポーツを見て楽しむ環境

が十分ではありません。 

メイン 

アリーナ 

前田南地

区体育館 
競技場：1,020㎡ 

 平日・休日ともに稼働率が高くなってお

り、施設規模等からも主に日常的な練習等

に利用されているものと考えられます。 

サブ 

アリーナ 

牛川地区

体育館 
競技場：1,020㎡ 

 平日・休日ともに稼働率が高くなってお

り、施設規模等からも主に日常的な練習等

に利用されているものと考えられます。 

サブ 

アリーナ 

武道館 

柔道場（3面）：592.5㎡ 

剣道場（3面）：592.5㎡ 

弓道場（近的・遠的） 

相撲場：182.7㎡ 

 柔道場・剣道場・弓道場・相撲場の全てに

おいて稼働率が低くなっています。 
武道場 

豊橋市民

文化会館 

ホール棟：1,807.37 ㎡ 

（490人収容） 

 主に日常的な練習や、コンサート及びその

リハーサル等に利用されています。 

メイン 

アリーナ 

アイプラ

ザ豊橋 

ホール棟：6,811.88 ㎡ 

講堂（1,469人収容） 

小ホール（250人収容） 

 主に日常的な練習や、コンサート及びその

リハーサル等に利用されています。 

 市内の文化施設の中では最も観客席数が

多く、大規模なイベント等が開催されてい

ます。 

メイン 

アリーナ 
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図表４- １２ 総合体育館・地区体育館で行われている主な競技の国体施設基準 

種目 必要寸法等 基準 摘要 

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル 

 

規定の屋内コート 10 

面 

近接であれば２会場

以上に分かれてもよ

い。 

バ
レ
ー
ボ
ー
ル 

 

既定の屋内コート８

面 

２会場以上に分かれ

てもよい。 

体育館の天井の高さ

は 10ｍ以上が望まし

いが、７ｍ以上あれば

よい。 

バ
ド
ミ
ン
ト
ン 

 

規定のコート８面を

有する体育館 

２会場に分かれても

よい。 

体育館の天井の高さ

は、12ｍ以上あればよ

い。 

卓
球 

 

規定のコート 12 面

（予備コート２面を

含む）を設置すること

ができる体育館 

２会場に分離して開

催する場合は、各体育

館に規定のコート８

面を設置する。 

出典：『国民体育大会競技施設の手引き』（公益財団法人日本スポーツ協会） 
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図表４- １３ 武道館で行われている主な競技の国体施設基準 

種目 必要寸法等 基準 摘要 

柔
道 

 

規定の競技場３面を

有する柔道場又は体

育館 

試合会場に隣接した

練習場（150畳程度） 

試合場は原則として

床面に直接畳を設置

する。ただし、床面が

固く弾力が無い場合

はかさ上げをするな

ど、選手の安全を考

慮して設置する。 

剣
道 

 

規定の競技場２面を

有する剣道場又は体

育館 

― 

弓
道 

 

規定の弓道場  

遠的競技場 （仮設で

もよい） 

― 

相
撲 

 

規定の競技場 ― 
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空
手 

 

既定の競技場４面を

有する空手場又は体

育館 

― 

出典：『国民体育大会競技施設の手引き』（公益財団法人日本スポーツ協会） 

 

図表４- １４ 広い競技スペースが求められる競技の国体施設基準                

種目 必要寸法等 基準 摘要 

ハ
ン
ド
ボ
ー
ル 

 

規定の屋内競技場６

面 

 

２会場に分かれても

よい。 

体育館の天井の高さ

は 10ｍ以上が望ま

しいが、７ｍ以上あ

ればよい。 

 

ア
ー
チ
ェ
リ
ー 

 

70m の射程距離を有す

る施設 
― 

出典：『国民体育大会競技施設の手引き』（公益財団法人日本スポーツ協会） 
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図表４- １５ 類似施設の規模及び主要諸室の事例（過去 20年） 

類似施設 

竣工年 延べ面積 

主要諸室 

区分 施設名 
メイン 

アリーナ 

サブ 

アリーナ 
武道場 多目的室 

愛
知
県
内 

パークアリー

ナ小牧 
2001年 17,657㎡ 

2,600 ㎡ 

バスケ３面 

1,400㎡ 

バスケ２面 
なし なし 

スカイホール

豊田 
2007年 24,637㎡ 

3,600 ㎡ 

バスケ４面 

1,745㎡ 

バスケ２面 

剣道場 

柔道場 

多目的道場 

※２ 

350㎡ 

一宮市総合体

育館 
2011年 17,235㎡ 

3,261 ㎡ 

バスケ３面 

1,892㎡ 

バスケ２面 

1,867㎡ 

バスケ２面 

なし 300㎡ 

Ｂ
リ
ー
グ
ア
リ
ー
ナ 

ウイングアリ

ーナ刈谷 
2007年 14,750㎡ 

2,000 ㎡ 

バスケ２面 

1,184㎡ 

バスケ２面 
なし なし 

シティホール

プラザアオー

レ長岡 

2012年 
35,485㎡ 

※１ 

2,123 ㎡ 

バスケ３面 
なし なし 

65㎡ 

66㎡ 

67㎡ 

大田区総合体

育館 
2012年 13,983㎡ 

1,824 ㎡ 

バスケ２面 

646㎡ 

バスケ１面 

弓道場 

※３ 
なし 

松江市総合体

育館 
2016年 13,549㎡ 

2,747 ㎡ 

バスケ３面 

1,394㎡ 

バスケ２面 
なし 181㎡ 

類
似
施
設 

神栖中央公園

防災アリーナ 
2019年 20,017㎡ 

2,410 ㎡ 

バスケ３面 

640㎡ 

バスケ１面 
なし 140㎡ 

アダストリア 

みとアリーナ 
2019年 16,804㎡ 

3,255 ㎡ 

バスケ３面 

997㎡ 

バスケ１面 
なし 377㎡ 

※１：市役所等との複合施設であり、市役所部分等の面積を含む。 

※２：剣道場２面：28.9m×14.3m、柔道場２面：28.9m×16.7m、多目的道場２面：28.9m×16.1m 

※３：近的 28m、５人立 
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② フロアサイズの検討プロセス 

 図表４- １１～図表４- １５を踏まえ、フロアサイズの検討を行う諸室として、総

合体育館の過密化の解消、及び地区体育館・武道場の集約・複合化の観点から、メイン

アリーナ、サブアリーナ、武道場の３施設を想定します。 

これらの施設について、以下のプロセスでフロアサイズの検討を行うものとします。

〔図表４- １６～図表４- １８〕 

 

図表４- １６ メインアリーナのフロアサイズの検討プロセス 

① 
類似施設において採用が多いメインアリーナ・サブアリーナの競技面数及びそ

のフロアサイズの算定を行う。 

▼ 

② 
①を基準に、総合体育館の過密化の解消の観点から、意向調査で判明した大規模

大会について、過半数以上に対応可能なフロアサイズを検討する。 

▼ 

③ 
②で検討したフロアサイズを、総合体育館での利用が多い主要種目の競技面数

が最大限確保できるように、微調整を行う。 

 

 

図表４- １７ サブアリーナのフロアサイズの検討プロセス 

① 
類似施設において採用が多いメインアリーナ・サブアリーナの競技面数及びそ

のフロアサイズの算定を行う。 

▼ 

② 
①のフロアサイズが、地区体育館の代替施設として利用を検討した場合に、支障

のないフロアサイズであるか、確認を行う。 

▼ 

③ 
②で検討したフロアサイズを、地区体育館での利用が多い主要種目の競技面数

が最大限確保できるように、微調整を行う。 

 

 

図表４- １８ 武道場のフロアサイズの検討プロセス 

① 
現武道館の競技面数を確保することを前提としたうえで、現武道館の稼働率の

低さを考慮し、機能の兼用等について検討を行う。 

▼ 

② ①の検討結果を踏まえた、競技面数を確保した、フロアサイズの検討を行う。 
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③ メインアリーナ・サブアリーナのフロアサイズの検討 

 類似施設において採用が多い、メインアリーナの競技面数、その平均面積について以

下の通りです。〔図表４- １９〕 

 メインアリーナについては、競技面数３面で平均面積 2,700㎡程度、サブアリーナに

ついては、競技面数２面で 1,500㎡程度の施設が多いです。 

 このフロアサイズを基準とし、詳細な検討を行うものとします。 

 

図表４- １９ 類似施設のアリーナの競技面数と面積の関係について 

アリーナ 競技面数※１ 施設数 平均面積 

メインアリーナ 

２面 ２施設 1,912㎡ 

３面 ６施設 2,733㎡ 

４面 １施設 3,600㎡ 

サブアリーナ 
１面 ３施設 761㎡ 

２面 ５施設 1,580㎡※２ 

※１）バスケットコート規格 

※２）一宮市総合体育館についてはサブアリーナが２室あるため、平均面積はサブアリーナ

６室の平均値である。 
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 基準のフロアサイズの場合における、大規模大会への対応可能性について、意向調査

の結果を踏まえ、以下の通り整理を行いました。〔図表４- ２０〕 

 

図表４- ２０ 大規模大会への対応可能性（第２章アンケート調査結果より） 

競技団体名 

過去 10 年間において、 

参加規模が最も大きい大会やイベント一覧 

毎年行われているもので、 

参加規模が最も大きい大会やイベント一覧 

意向調査結果 対応可能性 意向調査結果 対応可能性 

豊橋卓球協会 

総合体育館／卓球コー

ト：45 台 

総合体育館でのみ対応

可能 

総合体育館／卓球コー

ト：45 台 

総合体育館でのみ対応

可能 

豊橋ハンドボール

協会 

総合体育館、桜丘高校

他／ハンドボールコー

ト：６面 

総合体育館でのみ対応

可能 

総合体育館／ハンドボ

ールコート：３面 

総合体育館でのみ対応

可能 

豊橋レクリエーシ

ョン協会 

総合体育館／第１アリ

ーナ全面、芝生広場 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

総合体育館／第１アリ

ーナ全面、芝生広場 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

豊橋柔道会 

武道館／柔道場、剣道

場、控室 

武道場での対応を検討 

武道館／柔道場、剣道

場、控室 

武道場での対応を検討 

豊橋バスケットボ

ール協会 

総合体育館／バスケッ

トボール：６面 

総合体育館でのみ対応

可能 

大清水・石巻地区体育

館／バスケットボー

ル：４面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

愛知県中小学校体

育連盟豊橋支所 

総合体育館／３面（ハ

ンドボール） 

総合体育館でのみ対応

可能 

総合体育館／３面（ハ

ンドボール） 

総合体育館でのみ対応

可能 

豊橋バドミントン

協会 

総合体育館／バドミン

トンコート：22 面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

総合体育館／バドミン

トンコート：22 面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

豊橋アーチェリー

協会 

武道館／遠的場の１/

３ 

弓道場での対応を検討 

武道館／遠的場の１/

３ 

弓道場での対応を検討 

豊橋市剣道連盟 

総合体育館／剣道試合

場：10 面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

総合体育館／試合場：

10 面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

日本拳法豊橋協会 総合体育館／３面 

メインアリーナで対応

可能 

総合体育館／３面 

メインアリーナで対応

可能 

豊橋弓道協会 

武道館／15 人立：１面 

近的、７人立：１面 遠

的 

弓道場での対応を検討 

武道館／15 人立：１面 

近的 

弓道場での対応を検討 

豊橋ソフトテニス

協会 

総合体育館／テニスコ

ート：４面、サブコー

ト：１面 

総合体育館でのみ対応

可能 

総合体育館／テニスコ

ート：４面、サブコー

ト：１面 

総合体育館でのみ対応

可能 
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豊橋インディアカ

協会 

総合体育館／インディ

アカコート：16 面 

メインアリーナで対応

可能 

総合体育館／インディ

アカコート：16 面 

メインアリーナで対応

可能 

豊橋バレーボール

協会 

総合体育館／バレーボ

ールコート：６面 

総合体育館でのみ対応

可能 

総合体育館／バレーボ

ールコート：６面 

総合体育館でのみ対応

可能 

豊橋空手道連盟 

総合体育館／第１競技

場全面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

総合体育館／第１競技

場全面 

メイン・サブアリーナ

の併用で対応可能 

豊橋少林寺拳法協

会 

総合体育館／サブアリ

ーナ全面 

メインアリーナで対応

可能 

前田南地区体育館 

メイン・サブアリーナ

のいずれでも対応可能 

豊橋市相撲協会 こども未来館 相撲場での対応を検討 こども未来館 相撲場での対応を検討 

対応可能な大会数 ― 13 大会中７大会 ― 13 大会中８大会 

※ 凡例 

 

 
：総合体育館・多目的屋内施設の双方で対応可能 

 

 
：総合体育館でのみ対応可能 

 

 
：メインアリーナ・サブアリーナの競技実施が想定されていない大会等 

 

 上記より、毎年開催されている大規模大会の過半数以上に対して、多目的屋内施設で

対応可能であることがわかります。基準のフロアサイズと同程度のフロアサイズを確

保することで、総合体育館の過密の軽減に一定の効果を見込むことができると考えら

れます。 

 また、サブアリーナの基準のフロアサイズは、前田南地区体育館及び牛川地区体育館

のフロアサイズ（1,020㎡）よりも大きいことから、地区体育館の代替施設としての役

割を十分に果たすことができるものと考えられます。  
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 以上の検討結果を踏まえ、メインアリーナ・サブアリーナのフロアサイズについて、

総合体育館・地区体育館での利用が多い主要種目の競技面数が最大限確保できるよう

に、微調整を行ったものが以下になります。〔図表４- ２１〕 

 

図表４- ２１ メインアリーナ・サブアリーナの平面計画案 

 

メインアリーナ サブアリーナ 

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル 

 
 

バ
レ
ー
ボ
ー
ル 

  

バ
ド
ミ
ン
ト
ン 

 
 

卓
球 

 
 

※ 凡例 

 ：競技スペース 

 ：競技上必要になる離隔スペース等 

 ：選手席・審判席等競技上必要になるスペース 

 ：動線部分 

 ：大会時等の本部席等配置スぺ―ス 
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④ 武道場のフロアサイズの検討 

 現在の武道館の主要機能として、柔道場、剣道場、相撲場、弓道場が挙げられます。

これらについて、多目的屋内施設では、現在の規模を踏襲することを基本として、必要

となるフロアサイズ等の検討を行います。 

 

A) 柔道場・剣道場 

 柔道場・剣道場は、武道館の２・３階に各３面の計６面の競技スペースが設置さ

れていますが、稼働率は共に 30％未満と低くなっています。 

 これを踏まえ、多目的屋内施設においては、柔道・剣道のいずれにも利用可能施

設として、武道場を４面程度のフロアサイズで整備し、稼働率の向上を目指すもの

とします。 

 武道場の床は全面板張りとし、柔道利用時には可動畳を設置することで、フレキ

シブルな利用に対応できるようにします。また、中央に可動間仕切りを設置するこ

とで、柔道・剣道の同時利用にも対応可能な計画とします。 

 また、既存施設より、競技面数が減少することを防ぐため、別途、柔道・剣道が

実施可能な多目的室を整備し、２面程度の広さを確保することで、現在と同等の合

計６面の競技面数を確保するものとします。〔図表４- ２２〕 

  

図表４- ２２ 武道場・多目的室の平面計画案 

 
武道場 多目的室 

柔
道
・
剣
道 

 

 

 

※ 凡例 

 ：競技スペース 

 ：競技上必要になる離隔スペース等 

 ：選手席・審判席等競技上必要になるスペース 

 ：動線部分 

 ：大会時等の本部席等配置スぺ―ス 

---------------- ：可動間仕切り 
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B) 弓道場 

 弓道場は、近的・遠的の競技スペースが確保されていますが、稼働率は 10％未

満と低くなっています。 

 これを踏まえ、多目的屋内施設においては、必要最小限の規模で、屋上等に近的・

遠的の競技スペースを設ける方向で検討を行います。 

 

C) 相撲場 

相撲場は、現在、武道館１階の半屋外区間において、土俵１面が設置されていま

す。相撲場の稼働率は３％未満と非常に低くなっているものの、土俵を始めとする

専用設備が必要となり、市内に代替施設等が存在しません。 

これを踏まえ、多目的屋内施設においては、現在と同じ半屋外空間にて、土俵１

面とそれに附帯する必要最低限の機能を確保する形で機能を縮小し、新規に整備

を行うことを検討します。 

また、相撲場の設置場所は相撲競技の普及・競技人口の増加を目指し、公園利用

者の人目に触れる場所に設置を行うことを検討します。 
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（２）観客席数の検討 

① 観客席数の検討の方針 

以下では、メインアリーナの観客席数の検討を行います。観客席数の検討は、過去の

総合体育館における主な興行・イベント実績、競技団体に実施したアンケート調査の結

果、直近の類似施設の整備状況〔図表４- ２３〕を踏まえて行うものとします。 

 

図表４- ２３ 類似施設のメインアリーナの観客席数（過去 20年） 

類似施設 
竣工

年 

延べ 

面積 

メイン 

アリーナ 

規模 

観客席数※２ 最大収

容人数

※２ 

区

分 
施設名 

固定席

※３ 
可動席 移動席 立見席 

愛
知
県
内 

パークアリー

ナ小牧 

2001

年 

17,657

㎡ 

2,600㎡ 

バスケ３面 
1,880席 1,120席 不明 不明 5,000人 

スカイホール

豊田 

2007

年 

24,637

㎡ 

3,600㎡ 

バスケ４面 
3,470席 980席 不明 不明 6,500人 

一宮市総合体

育館 

2011

年 

17,235

㎡ 

3,261㎡ 

バスケ３面 
2,002席 不明 不明 不明 不明 

Ｂ
リ
ー
グ
ア
リ
ー
ナ 

ウイングアリ

ーナ刈谷 

2007

年 

14,750

㎡ 

2,000㎡ 

バスケ２面 
1,576席 800席 不明 不明 不明 

シティホール

プラザアオー

レ長岡 

2012

年 

35,485

㎡ 

※１ 

2,123㎡ 

バスケ３面 
2,172席 780席 616席 不明 5,000人 

大田区総合体

育館 

2012

年 

13,983

㎡ 

1,824㎡ 

バスケ２面 
2,196席 1,816席 不明 不明 4,012人 

松江市総合体

育館 

2016

年 

13,549

㎡ 

2,747㎡ 

バスケ３面 
1,867席 1,136席 不明 不明 不明 

類
似
施
設 

神栖中央公園

防災アリーナ 

2019

年 

20,017

㎡ 

2,410㎡ 

バスケ３面 
2,500席 なし 2,500席 不明 5,000人 

アダストリア

みとアリーナ 

2019

年 

16,804

㎡ 

3,255㎡ 

バスケ３面 
2,390席 1,548席 不明 不明 5,000人 

平均値（不明を除く） 2,228席 1,169席 1,558席 不明 5,085人 

※１）市役所等との複合施設であり、市役所部分等の面積を含む 

※２）各施設の公式ホームページ等より 

※３）車いす席も含む 
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② 観客席数の検討プロセス 

観客席数は、固定席、可動席、移動席（パイプ椅子等）、立見席のそれぞれについて

算定を行い、積み上げる形で検討を行います。ただし、観客席数の合計数は過去の実績

を踏まえ 5,000席以下とします。検討のプロセスは以下の通りです〔図表４- ２４〕 

 

図表４- ２４ メインアリーナの観客席数の検討プロセス 

① 
【固定席数の検討】類似施設の整備状況、及び、大会・イベント実績等から固定

席数の検討を行います。 

▼ 

② 
【可動席・移動席の合計席数の検討】メインアリーナのフロアサイズから、フロ

ア内に配置できる可動席・移動席の合計席数の検討を行う。 

▼ 

③ 
【可動席・移動席の割合の検討】観戦のしやすさ、整備費、多目的利用時のフレ

キシビリティ等を考慮し、可動席・移動席の割合の検討を行います。 

▼ 

④ 
【立見席数の検討】 

各種基準等から、立見席数の検討を行います。 

 

③ 固定席数の検討 

 類似施設の固定席数を見てみると、1,576～3,470 席で、平均値は約 2,200 席となっ

ています。また、過去の大会・イベント実績から、2,000～2,500 席程度観客が入るイ

ベントが一定数開催されていることを踏まえ、固定席数は 2,000～2,500席で検討を行

うものとします。 
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④ 可動席・移動席の合計席数の検討 

 フロアサイズの検討で設定したメインアリーナのフロア内部に、可動席・移動席がど

の程度配置できるのか、以下の通り検討を行いました。〔図表４- ２５〕 

 その結果、観戦しやすさを考慮した場合は 2,200席程度、設定したメインアリーナの

フロア内部に最大限配置した場合は 2,700 席程度が、メインアリーナのフロア内部に

配置が可能なことがわかりました。 

 

図表４- ２５ メインアリーナのフロア内部への可動席・移動席配置検討 

項目 観戦に配慮して配置した場合 最大限配置した場合 

移動席を最

大限配置し

た場合 

  

移動席数 2,000席 2,600席 

可動席数 ０席 ０席 

合計席数 2,000席 2,600席 

可動席を最

大限配置し

た場合 

  

移動席数 850席 900席 

可動席数 1,350席 1,800席 

合計席数 2,200席 2,700席 

※ 凡例 

 ：移動席 14席 

 ：移動席 12席 

 ：可動席６席 
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⑤ 可動席・移動席の割合の検討 

 次に、可動席・移動席の割合について検討を行います。 

移動席を最大限配置した場合、可動席を最大限配置した場合、現総合体育館の可動席

数が 1,000 席であることを踏まえ、可動席を 1,000 席程度とした場合の３パタンにつ

いて、座席レイアウトの検討を行い、それぞれのレイアウトについて、平面計画の自由

度、コンサート利用等の多目的利用への対応性、観戦しやすさ、市の費用負担等につい

て、以下の通り評価を行いました。〔図表４- ２６〕 

その結果、可動席を 1,000 席程度配置した場合が最もバランスが良いと考えられま

す。合計数の検討を踏まえ、可動席を 1,000席、移動席を 1,000席程度配置するものと

します。 

図表４- ２６ 可動席・移動席の割合に関する比較 

項目 
移動席を最大限 

配置した場合 

可動席を最大限 

配置した場合 

可動席を総合体育館と 

同程度配置した場合 

レイアウ

トイメー

ジ 

   

コンサー

ト時のレ

イアウト

イメージ 
   

平面計画 

の自由度 

◎：平面計画の自由度が最も

高い。 

△：可動席の収納スペース等

を確保するため、出入口・

器具庫等の位置の制限が

大きい。 

〇：可動席の収納スペース等

を確保するため、出入口・

器具庫等の位置に一定の

制限が生じる。 

多目的利

用への対

応性 

△：移動席のみによる座席レ

イアウトしかできないた

め、多目的利用への対応

性は低い。 

○：可動席の数が多いため、

様々なレイアウトに対応

可能である。ただ多くの

場合、可動席を全て使い

切ることができない。 

◎：可動席の数が多いため、

様々なレイアウトに対応

可能である。 

観戦 

しやすさ 

△：後方の席では観戦しづら

い。 

◎：後方の席でも観戦しやす

い。 

〇：後方の一部の席では観戦

しづらい。 

市の 

費用負担 

◎：可動席がないため市の負

担が最も小さい。 

△：可動席が多く、市の負担

が最も大きい。 

〇：可動席があり、一定の市

の負担が発生する。 

総合評価 〇 △ ◎ 

  

移動席：約 1,000席 

可動席：約 1,000席 
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⑥ 立見席数の検討 

 立見席数の検討にあたっては、席数及びその面積等に関する基準等を以下に整理し

ました。固定席が 2,000～2,500席、移動席・可動席が合計で 2,500席以上配置可能な

ことを踏まえ、立見席数は、入場可能数の 10％にあたる 500席程度を想定します。〔図

表４- ２７〕 

 

図表４- ２７ 立見席に関する基準等 

基準等 内容 

興行場等に係る技術

指針 

（「『興行場等に係る

技術指針』について」

住指発第五五九号平

成三年一二月一一

日、建設省住宅局建

築指導課長通知） 

３ 客席部の定員 

観客席の定員の算定方法は、客席部の態様に応じて、それぞれ次のイからハ

までに定めるところによる。（中略） 

ハ 立見席又は待見席における立ち席については、立ち席の為に用意され

た一つの区画ごとに面積（単位㎡）を 0.2㎡で除した数値とする。 

４ 客席の構造（中略） 

4 立ち席の位置は原則として客席部の後方とし、通路の一部を立ち席とし

てはならない。 

B.LEAGUE2020 － 21

定款・規約・規定 

 

ホームアリーナ検査要項〔2020‐21シーズン用〕 

（中略） 

ヌ：「立見席」の取り扱い条件を下記の通りとする 

入場可能数の算定に算入できる立見席は、入場可能数の10％以下とする。 

・「立見席」の設置に関して、施設、および消防から正式に認可を受けて

いること 

・設置する「立見席」によって、既存席の観客が不利益を受けないこと 

・上記条件に従い、「立見席」スペースの設定を設営、施工によって明確

に行うこと 

・上記条件に従い、「立見席」の観客の入場時、試合中、退場時の対応に

ついて文書化されたマニュアルを作成し、事前にリーグの認可を受ける

こと（緊急時の対応については、別途、マニュアルを提出） 

※建築基準法に基づく「立見席」の設置基準は、収容数の計算上の規定で

あり、実際にその規定に従って同様規模の人数を「立見席」の観客とし

て計算することは、当検査要項では考えない（「１人当り0.2㎡で当該

スペースの面積を割り人数を出す」という規定を指す） 
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⑦ 観客席数のまとめ 

 以上の検討より、固定席 2,000～2,500 席程度、可動席 1,000 席程度、移動席 1,000

～1,500席程度（観戦しやすさを重視した場合は 1,000席程度、収容人数を重視した場

合は 1,500席程度設置可能）、立見席 500席程度の組合せから、観客席は合計 5,000席

程度の確保を想定します。これら各席の組合せは概ね２パタンが想定できます。〔図表

４- ２８〕 

 

図表４- ２８ 観客席数の比率パタン 

想定パタン 固定席数 可動席数 移動席数 立見席数 合計席数 

固定席 2,000席 

パタン 
2,000席 1,000席 1,500席 500席 5,000席 

固定席 2,500席 

パタン 
2,500席 1,000席 1,000席 500席 5,000席 

 

 合計席数を 5,000席としたうえで、固定席を 2,000席とした場合、アリーナ内部に合

計 2,500席を配置する必要があり、座席レイアウトへの制限、及び観戦しやすさに影響

が出る可能性があります。場合によっては、メインアリーナのフロアサイズを拡張する

などの検討が必要になる可能性があります。 

 一方で、固定席を 2,500席とした場合、客席の面積が大きくなるため、建設費等が固

定席 2,000席の場合よりも高くなります。 
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３．想定施設規模・機能の検討 

（１）必要な機能・諸室の抽出 

多目的屋内施設の基本コンセプトを実現するために必要な機能・諸室の抽出を行い

ました。〔図表４- ２９〕 

 

図表４- ２９基本コンセプトに対応した機能・諸室 

基本コンセプト 必要となる機能・諸室 

みんなのスポ

ーツライフが

集い、スポーツ

の「する」「み

る」「ささえる」

が融合するア

リーナ 

施設機能の複合化や集約化を通じて、年齢や体力に関

係なくあらゆる世代による競技スポーツと生涯スポー

ツが集い、交流できる環境を整備します。 

 メインアリーナ 

 サブアリーナ 

 武道場 

 トレーニングルーム 

 多目的室 

 弓道場 

 相撲場 

大小様々な競技スポーツ大会やイベント、スポーツツ

ーリズムの開催を通じて、声援であふれる柔軟な観戦

環境を整備します。 

健康面を支える専門家やスポーツ指導者の活躍の場と

しての環境を整備します。 

 多目的室 

 会議室 

多目的な利

用により、新

たな交流を

創造するア

リーナ 

 

豊橋公園内の他の公園施設との連携を図り、人と人と

がつながり新たな交流が生まれる施設環境を整えま

す。 

 多目的室 

 会議室 

 相談室 

 
豊橋公園の自然や歴史・文化の環境に調和し、次世代

にわたって親しまれる施設整備を図ります。 

多目的な利用による地域経済の活性化やまちなかの賑

わい創出に寄与する施設整備を図ります。 
 メインアリーナ 

まちの防災拠

点として機能

し、みんなの未

来を繋ぐアリ

ーナ 

災害時には、受援のための活動拠点や支援物資の輸送

拠点等として活用できる施設整備を図ります。 

 メインアリーナ 

 災害用備蓄倉庫 

豊橋公園内の他の施設や周辺地域の行政機関との連携

による災害対応力の強化に向けた施設整備を図りま

す。 

 多目的室 

 会議室 

 再生可能エネルギーによ

る自立電源設備（太陽光・

太陽熱・風力等） 
まち全体の防災力向上に向けた、再生可能エネルギー

等による防災機能を付与した施設整備を図ります。 

 

上記の他、豊橋市体育協会の加盟団体及び協会所属のクラブチームへのアンケート

調査で要望が多かった諸室として、エントランスラウンジ・待合ロビー等、温浴施設、

コンビニエンスストア・売店が挙げられます。 

エントランスラウンジ・待合ロビー等については共用部として整理を行い、温浴施設

については導入を前提とした検討を行います。コンビニエンスストア・売店については、

今後民間事業者の意向や運営方法を踏まえて検討していくものとします。 
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（２）必要な諸室の機能及び仕様 

主要諸室の機能及び仕様は、以下を想定します。 

 

① メインアリーナ 

市民利用や各種競技大会での利用に加え、昨今需要の高まりつつあるプロスポー

ツ・コンサート等の興行など、多目的な利用を想定し、災害時の物資の集積場、避難

施設としての利用についても検討していきます。 

フロアサイズ・観客席は、従前の検討を踏まえた内容とし、天井高さは国民体育大

会における全種目に対応可能な 12.5ｍ以上を確保します。また、近接して更衣室、

控室、器具庫、記録室、審判室、役員室等の設置も検討していきます。その他、通常

のアリーナ利用に加えて、災害時の物資集積場としての活用も考慮した、床の耐荷重

設定等の構造についても検討していきます。 

 

② サブアリーナ 

主に市民の一般利用を想定しますが、大規模な大会等の開催時においては、メイン

アリーナと連携した一体的な活用も想定し、災害時の物資の集積場、避難施設として

の利用についても検討していきます。 

フロアサイズは、従前の検討を踏まえた規模とし、天井高さは国民体育大会におけ

る全種目に対応可能な 12.5ｍ以上を確保します。また、アンケート調査の結果によ

る利用者からのニーズや昨今の「みる」スポーツの需要の高まりを考慮し、観客席の

設置（サブアリーナ４方面のうち１方面を全面観客スペースにした場合、４列配置で

約 200席程度）についても検討を行うものとします。加えて、近接して更衣室、器具

庫等の設置を検討していきます。その他、通常のアリーナ利用に加えて、災害時の物

資集積場としての活用も考慮した、床の耐荷重設定等の構造についても検討してい

きます。 

 

 ③ 武道場 

主に柔道・剣道競技での利用を想定しますが、高い天井高や特殊な設備を必要とし

ない競技（卓球、新体操等）の実施も想定し、災害時の避難施設としての利用につい

ても検討していきます。 

フロアサイズは、従前の検討を踏まえた規模を確保するものとし、可動畳の設置及

び５ｍ程度の天井高の確保により、多目的利用が可能な仕様を検討していきます。ま

た、大会時の利用も想定し、本部席、審判席、観覧席の設置（武道場４方面のうち１

方面を全面観客スペースにした場合、３列配置で約 150 席程度）、近接して更衣室、

器具庫等の設置を検討していきます。 
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④ 多目的室 

特殊な器具等を必要としないフィットネスや柔道・剣道といった武道系の競技等の

運動施設、会議・研修施設、災害時の応援部隊の活動拠点等、多目的に利用可能な施

設を想定します。 

フロアサイズは、武道場と併せて６面利用ができるよう、武道場２面分相当の規模

を確保するものとし、可動畳の設置及び５ｍ程度の天井高を確保した上で、壁の一面

を鏡面にする等、多目的利用が可能な施設として検討していきます。床は、LAN回線

を自由に配線することができるフリーアクセスフロアの導入を検討していきます。 

 

⑤ 弓道場 

弓道の遠的・近的の競技の実施を想定します。近的（28ｍ）、遠的（60ｍ）の両方

に対応可能な仕様とし、近接して更衣室の設置を検討していきます。 

アーチェリー場としての活用については、特に広い競技スペースが必要となるた

め、計画上導入が可能かは詳細な検討が必要となります。 

 

⑥ 相撲場 

相撲の練習や大会・イベント等の実施が可能な施設を想定します。土俵を設け、相

撲の練習や大会・イベントが実施可能な仕様とします。設置場所については、相撲競

技が多くの市民の目に触れ、親しまれることを目指し、半屋外空間への設置について

も検討していきます。 

 

⑦ トレーニングルーム 

現武道館のトレーニングルームの代替施設として、アマチュアからプロまでトレ

ーニングできる施設を想定します。十分なトレーニング機器を設置できる規模を確

保した上で、市民への開放性を考慮し、外部から見やすい位置への設置を検討してい

きます。 

 

⑧ 会議室 

主にスポーツに関わる会議や研修などが可能な室を想定します。また、災害時の応

援部隊の活動拠点等としての利用も想定します。大規模なスポーツに関わる会議や

研修などが可能な規模を確保した上で、適宜パーティション等で室を区分し、小規模

な会議・打合せ等にも対応できるよう検討していきます。 

 

⑨ 相談室 

主にスポーツや健康にかかわる市民の相談や研修などに対応可能な室を想定しま

す。また、相談室は会議室としての利用も想定し、個別的な相談に対応できるように、
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プライバシーを確保した小規模な室を複数設けることを検討していきます。同時に、

大規模な会議や研修などが可能なように、複数の室をつなげて利用することが可能

な計画とすることについても検討していきます。 

 

⑩ 災害用備蓄倉庫 

災害時の避難者の受入れを考慮した備品、及び被災者へ配布する備品の備蓄を想

定します。施設利用者に対する備蓄品に加え、市の想定する災害時の避難者数、受入

れ日数等を考慮した備蓄品が収納可能な諸室として検討していきます。 

 

⑪ 温浴施設 

利用者が運動後に汗を流せる浴室・シャワー室を想定します。災害時には浴場として

一般市民に開放することについても今後検討を行います。男性用・女性用それぞれにつ

いて設けるものとし、メインアリーナ・サブアリーナ等で運動した利用者が同時に利用

した場合でも、対応可能な規模を確保するものとします。近接して更衣室を設けること

を検討していきます。 

 

⑫ 共用部分（エントランスラウンジ、ホール、通路等） 

施設利用者が待ち合わせなどに利用できるエントランスラウンジ、通路、ホール、WC

等を想定します。エントランスラウンジ・ホール等は、施設利用者が待ち合わせ等に利

用できる十分な規模を確保するものとしていきます。また災害時には被災者を一時的

に受け入れるスペースとしての活用も検討していきます。 

通路部分は十分な広さを確保し、大規模な興行時にも利用者が遅滞なく移動できるよ

うな仕様とします。WC 等は、大規模な興行時にも人々が長時間待つことなく利用でき

るように十分な数の便器等を設置するものとします。 
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（３）主要諸室の想定床面積 

 主要諸室の床面積としては、以下を想定します。〔図表４- ３０〕 

 

図表４- ３０ 必要諸室の想定床面積 

諸室名 床面積 

メインアリーナ 約 2,700㎡  

メインアリーナ観客席 約 2,170㎡ 

メインアリーナ附属室（更衣室、控室、器具庫、記録室、審判室、役員室、WC等） 約 1,350㎡ 

サブアリーナ 約 1,500㎡ 

サブアリーナ観客席 約 350㎡ 

サブアリーナ附属室（更衣室、控室、器具庫等） 約 400㎡ 

武道場 約 840㎡ 

武道場附属室（観客席、更衣室、器具庫、本部席、審判席等） 約 550㎡ 

多目的室 約 620㎡ 

弓道場 約 630㎡ 

弓道場附属室（更衣室) 約 80㎡ 

相撲場（半屋外） 約 250㎡ 

トレーニングルーム 約 250㎡ 

トレーニングルーム附属室（更衣室等） 約 70㎡ 

会議室 約 190㎡ 

相談室 約 190㎡ 

事務室 約 100㎡ 

災害用備蓄倉庫 約 150㎡ 

温浴施設 約 250㎡ 

共用部分（エントランスラウンジ、ホール、通路等） 約 4,000㎡ 

機械室・空調機械室 約 1,060㎡ 

合計（延べ面積） 約 17,700㎡ 
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（４）機能図の作成 

これまでの検討を踏まえ、利用者、職員・管理者、災害時の動線を考慮し、以下の通

り機能図を作成しました。〔図表４- ３１〕 

 

図表４- ３１ 機能図 

 

 

凡例 ➡：利用者動線 

   ➡：職員・管理動線 

   ➡：大会時等の関係性 

   ➡：災害時の関係性 
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（５）階層別のレイアウト図 

これまでの検討を踏まえ、以下の通り階層別のレイアウト図の作成を行いました。

〔図表４- ３２～図表４- ３４〕 

 

図表４- ３２ レイアウト図（１階） 

 

【作成意図】 

 出入口（風除室）に隣接し、エントランスラウンジを設置。利用者の待ち合わせ等にも配慮。 

 出入口（風除室）を監視できる位置に事務室を設置。 

 温浴施設・トレーニング室を隣接させることで更衣室を兼用した効率的な計画。 

 トレーニング室は外部に面して設置。外部からもトレーニングの様子を見ることができる計画。 

 外部からもアクセスできる位置に備蓄倉庫を計画。 

 メインアリーナの利用者用の出入口は２か所設置し、利便性と速やかな避難に配慮。 

 メインアリーナには、直接外部から出入りできる災害時物資搬入口を計画。 

  

ラウンジ 

エントランス 

一般利用者出入口 

一般利用者出入口 

一 
般 
利 
用 
者 
出 
入 
口 

出入口 

ホール 
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図表４- ３３ レイアウト図（２階） 

 

【作成意図】 

 メインアリーナを利用した観客等が直接外まで移動できるデッキを計画。興行時の混雑と速やか

な避難に配慮。 

 メインアリーナを利用した観客等がくつろぐことのできるカフェラウンジを設置。 

 武道場と多目的室を近接して計画。大規模な武道系の大会時には連携も可能な計画。 

 多目的室・会議室を近接させることで災害時の一体的な活用にも配慮。 

 

  

器具庫 



129 

 

図表４- ３４ レイアウト図（３階） 

 

【作成意図】 

 屋上を活用し、遠的・近的の両方に対応可能な弓道場を設置。 

 

図表４- ３５ 面積表 

 面積 

１階 10,026.13 ㎡ 

２階 6,627.43 ㎡ 

３階 1,074.64 ㎡ 

延べ面積 17,728.20 ㎡ ≒17,700.00 ㎡ 

建築面積 11,833.64 ㎡（≦13,440.89 ㎡※） 

※建築面積の上限値（既存の市民プールと武道館を撤去しない場合） 
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（６）断面イメージ 

多目的屋内施設は、豊橋公園内の風致地区に位置することから、景観に配慮し、建物

の高さは最低限に抑えるものとします。 

また、以下の通り、各種競技で必要になる天井高さを、「国民体育大会競技施設の手

引き」（公益財団法人日本スポーツ協会）及び「アリーナ標準」（一般社団法人アリーナ

スポーツ協議会）より、整理しました。〔図表４- ３６〕 

 

図表４- ３６ 各種競技で必要になる天井高さ 

競技種目 天井高さ 根拠等 対応すべき室 

卓球 ５m以上 
照明源は床上５m 以上になければならな

い 

武道場 

多目的室 

バレーボール 

７m以上 体育館の天井高さは 10m 以上が望ましい

が、７m以上あればよい 

メインアリーナ 

サブアリーナ 

10m以上 

12.5m以上※ 
プレイエリアの必要な天井高は、バレー

ボールが一番高く 12.5m以上必要※ 

バスケットボール ７m以上※ 
プレイエリアの必要な天井高は、バスケ

ットボールが７m以上必要※ 

バドミントン 12m以上 体育館の天井高さは 12m以上あればよい 

※アリーナ標準（一般社団法人アリーナスポーツ協議会）の記載事項 

 

上記を踏まえ、階層別のレイアウト図から、断面イメージを作成しました。〔図表４

- ３７〕 

特に高い天井高が必要になる、メインアリーナ、サブアリーナは１階に配置し、一定

の高さが必要になる武道場、多目的室について、２階に配置することで、施設の階高を

抑制します。 

 

図表４- ３７ 断面イメージ図 
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４．概算工事費の算出 

（１）他都市の事例 

直近 10か年で整備されたスポーツ利用以外の興行・イベント利用に対応した体育館

及び竣工が予定されている建設中の体育館の延べ面積と建設費は以下のとおりです。

〔図表４- ３８〕 

図表４- ３８ 延べ面積当たりの建設費一覧 

施設名 竣工年 主要諸室 
延べ面積 

㎡ 

建設費 

万円 

単価 

万円/㎡ 

墨田区総合体育館 2010年 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ、武道場、温浴施設、

屋内プール 

19,836.90 870,000 43.9 

大田区総合体育館 2012年 
メインアリーナ、サブアリ

ーナ、弓道場 
13,983.36 710,000 50.8 

八王子市新体育館 2014年 
メインアリーナ、サブアリ

ーナ 
23,092.00 730,000 31.6 

松江市総合体育館 2016年 
メインアリーナ、サブアリ

ーナ 
13,549.92 530,000 39.1 

神栖中央公園 

防災アリーナ 
2019年 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ、プール、音楽ホール、

温浴施設 

20,017.00 1,210,800 60.5 

アダストリア 

みとアリーナ 
2019年 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ、レスリング場、フェ

ンシング場、ボクシング場 

16,803.73 995,000 59.2 

むつ市総合アリーナ 2020年 
メインアリーナ、サブアリ

ーナ、ボルダリング室 
6,660.00 460,000 69.0 

沖縄市多目的 

アリーナ 

2021年 

（予定） 
メインアリーナ 26,200.00 1,623,000 61.9 

滋賀アリーナ 

（新県立体育館） 

2022年 

（予定） 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ 
14,000.00 741,000 52.9 

SAGAサンライズ 

パークアリーナ 

2022年 

（予定） 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ 
29,800.00 1,970,000 66.1 

鳥取市民体育館 
2023年 

（予定） 
メインアリーナ 6,800.00 363,800 53.5 

沼津市新市民体育館 
2023年 

（予定） 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ、武道場、弓道場 
12,900.00 680,000 52.7 

香川県立体育館 
2024年 

（予定） 

メインアリーナ、サブアリ

ーナ、武道施設兼多目的ル

ーム 

30,000.00 1,900,000 63.3 

全体の平均値 54.2 

2020 年以前に竣工した事例の平均値 50.6 

2021 年以降に竣工する事例の平均値 58.4 
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（２）概算工事費の内訳 

本調査でおおまかな工事費を把握するため、他都市の事例を踏まえ、概算工事費は約

50～60万円／㎡とします。多目的屋内施設の延べ面積（約 17,700㎡）から工事費を試

算すると、約 88.5～106億円の工事費になると想定されます。 

また、先進事例として、構造を単純化・標準化することで建設費を縮減し、最長 50

年使用可能な仮設アリーナ（ローコストアリーナ）が立川市に建設されています。ロー

コストであるため、外観は簡素なデザインであるため、歴史や文化施設が集積する豊橋

公園に採用するのは景観に対する十分な配慮が必要と考えます。 
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５．Ｂリーグライセンスの施設基準 

（１）施設基準との比較整理 

 Ｂリーグ「ホームアリーナ検査要項〔2019-20 シーズン用〕」において、ホームアリ

ーナとして施設を使用する場合、施設基準を満たす必要があります。本調査においては、

満足していない条件について、以下の通り整理を行いました。〔図表４- ３９〕 

 

図表４- ３９ ホームアリーナ検査要項における施設基準を満たしていない諸室 

区分 必要諸室 想定規模 備考 

座席 
貴賓席 40㎡ ― 

スイートラウンジ 60㎡ ― 

飲食関連施設 ― 共用部分を適宜活用。 

運営諸室 

及びスペース 

来賓用諸室 30㎡ 会議室・相談室を大会時でも利用で

きる諸室の設えにすることで、兼用

利用していくことも考えられる。 

スイート 40㎡ 

ラウンジ 30㎡ 

メディア用諸室及び

スペース 

60㎡ 

(30㎡×2室) 
２室程度確保 

ブロードキャスト用

諸室及びスペース 

60㎡ 

(30㎡×2室) 
２室程度確保 

観客席内 

運営エリア 

メディア関連エリア ― 
メインアリーナ内部の空きス

ペースを適宜活用。 
ブロードキャスト関

連エリア 
― 

合計 320㎡  

※ 「ホームアリーナ検査要項」において、機能の兼用・仮設が可能な旨、記載のある諸室について

は上記表から除いた。（例：医務室は相談室を利用することで対応する、当日券売り場は仮設設

置で対応する等） 

 

（２）不足する機能とそれに伴う施設整備費用の算出 

上記の不足する諸室の面積を本計画に盛り込んだ場合、概算工事費で約 1.6～1.9億

円の建設費の追加が必要になります（建設費単価約 50～60万円／㎡で算出）。 

加えて、実際の計画においては、上記に加えて、来賓者用の仕様の設定や動線の分離、

メディア・ブロードキャスト用の動線等が必要になることから、計画の大幅な見直しが

必要になるものと考えられ、上記の概算以上に建設費用の増加が発生するものと考え

られます。 
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６．民間資金の活用 

公共施設整備における民間資金の活用手法として、公共と民間事業者が適切な役割分

担と連携のもとに事業を推進する「ＰＰＰ(Public Private Partnership)／ＰＦＩ

(Private Finance Initiative)方式」があります。ＰＦＩは、公共施設等の建設、維持管

理、運営等について、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい事業手

法で、国や地方自治体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サービスを提供

することが可能とされています。 

基本コンセプトの中でも特に「年齢や体力に関係なくあらゆる世代による競技スポー

ツと生涯スポーツが集い、交流できる環境を整備」や「豊橋公園内の他の施設との連携を

図り、人と人とがつながり新たな交流が生まれる施設環境」や「多目的な利用による地域

経済の活性化やまちなかの賑わい創出に寄与する施設整備」においては、利用促進に向け

た仕掛けづくりや収益性等を考慮した運営等、市民サービスの向上を図るため、民間事業

者の創意工夫を十分に活用できるよう検討することが求められます。 

施設の設計から建設、維持管理及び運営を分離分割して発注する従来型の事業手法で

は、施設の維持管理及び運営を行う者が施設の設計段階で参画しないため、維持管理及び

運営を見据えた効率的な施設整備が実現しにくいという課題があります。この課題を予

め解消し、基本コンセプトに定める内容を実現させていくために、多目的屋内施設の整備

にあたっては、施設整備だけでなく施設の維持管理及び運営に力点を置き、適切な施設の

維持管理、市民サービスを向上させる施設運営も見据えた事業方式・スキームを選定する

ことが必要です。 

 

（１）優先的検討規定について 

平成 27 年 12 月 17 日付内閣府・総務省からの通達により、人口 20 万人以上の自治

体においては、「一定規模以上で民間の資金・ノウハウの活動が効率的・効果的な事業

については、多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するよう促す仕組みを構

築する」ため、優先的検討規定を策定するよう要請されています。 

これを受けて、本市では、「豊橋市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討方針」を定め

ました。この方針は、優先的検討を行うに当たって必要な手続きを定めることにより、

新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図り、効率的かつ効果的に社会資本を整備

するとともに、低廉かつ良好なサービスの提供を確保し、もって地域経済の健全な発展

に寄与することを目的としたものです。 

この方針において、優先的検討の対象とする事業は以下のとおりです。 

 

 事業費の総額が 10億円以上の公共施設等の整備等（運営等を除く。） 

 単年度の事業費が１億円以上の公共施設等の運営等（運営等を行うものに限る。） 
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（２）ＰＰＰ事業方式・スキームについて 

  ① ＰＰＰとＰＦＩとは 

ＰＦＩは、ＰＦＩ法に基づいた手続きにより事業者選定を行うものである一方、ＰＰ

Ｐは、ＰＦＩを含んだ官民連携事業一般を指します。〔図表４- ４０〕 

 

図表４- ４０ ＰＰＰとＰＦＩ 

 

 

 ② 各事業方式の概要 

   各事業方式の概説とその特性は以下のとおりです。〔図表４- ４１〕 

 

図表４- ４１ 各事業方式の概説と特性 

事業方式 概説と特性 

従来方式  設計、建設、維持管理、運営をすべて分離して、市が

実施する方式。 

 ＰＰＰ／ＰＦＩを採用していない施設は、この方式で

実施されている。 

ＥＣＩ方式 

(Early Contractor Involvement) 

 設計当初に施工候補者を決め、技術的アドバイスを取

り入れながら設計を進める。設計完了後、施工候補者

と価格交渉の上、契約をする方式。 

ＰＰＰ ＤＢＯ方式 

(Design Build Operate) 

 設計施工及び維持管理運営を一体的に発注する方式。 

 設計、施工、維持管理、運営までを一つの事業体（Ｊ

Ｖ等）が実施するが、各業務の契約は個別に行う。 

 事業者側がＪＶを組成して連携することによって、効

率化や創意工夫を引き出すことができる。 

 資金調達は公共が行う。 

ＰＦＩ ＢＴＯ方式 

(Bulid Transfer Operate) 

 民間事業者が自ら設計・建設(Build)し、完成後、施設

の所有権を公共へ移転(Transfer)する。所有権移転

後、民間事業者は運営(Operate)を行う。 

 ＰＦＩにおいて、我が国で最も多く採用されている事

業方式。 

 公租公課（不動産取得税、固定資産税等）が発生しな

いため、公共側の財政負担は、他方式と比較し、最も

小さい。 

 資金調達は主に民間事業者が行う。 

 
ＰＦＩ 

（ＢＴＯ・ＢＯＴ・ＢＯＯ・コンセッション等） 

ＰＰＰ 

（ＤＢＯ方式） 

従来方式 

ＥＣＩ方式 
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ＢＯＴ方式 

(Bulid Operat Transfer) 

 民間事業者が設計・建設(Build)し、完成後も施設の所

有権を保有したまま運営(Operate)を行う。事業期間

終了後、所有権を公共へ移転(Transfer)する。 

 公租公課（不動産取得税、固定資産税等）が発生し、

公共側の財政負担が増加するため、指定管理者制度導

入以降においては、採用されることが少ない。つまり

は導入メリットが限定的と整理されることが多い。 

ＢＯＯ方式 

(Bulid Own Operate) 

 民間事業者が設計・建設(Build)し、完成後施設の所有

権を得たまま(Own)、施設の運営(Operate)を行う。事

業終了後は施設の所有権を公共に移転せず、民間事業

者がそのまま保有もしくは撤去する。 

 事業終了後においても、公共が所有しないため、民間

事業としての性質が強い施設（カフェ、レストラン等）

に採用される方式。言い換えると、公共が所有すべき

でない施設の整備・運営の実施を、民間事業者に義務

付ける場合に採用する方式といえる。 

コンセッション 

（公共施設等運営権） 

 施設の運営部分に特化した事業。公共施設等運営権事

業という。 

 利用料金収入によって、収益性の高い事業について、

その施設を「運営する権利」を民間へ渡す。民間事業

者は、事業期間中に得られる「将来期待収益」に基づ

き、「運営権対価」を支払う。 

 安定的な利用料金収入が得られるインフラ系公共施

設（空港、道路、上下水道等）に用いられることが多

い。 

 

 ③ 業務の役割分担 

各事業方式における公共と民間の役割分担は、以下のとおりです。〔図表４- ４２〕 

 

図表４- ４２ 各事業方式における公共と民間の役割分担 

事業方式 資金調達 設計建設 
所有 

(建設時) 

所有 

(運営時) 

所有 

(運営後) 
運営維持 

従来方式 公共 公共 公共 公共 公共 公共 

ＥＣＩ方式 公共 公共 公共 公共 公共 公共 

ＤＢＯ方式 公共 民間 公共 公共 公共 民間 

ＢＴＯ方式 民間 民間 民間 公共 公共 民間 

ＢＯＴ方式 民間 民間 民間 民間 公共 民間 

ＢＯＯ方式 民間 民間 民間 民間 民間 民間 

ＢＴ＋コンセッション 民間 民間 民間 公共 公共 民間 
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 ④ 国内スポーツ施設の採用方式の統計 

国内のスポーツ施設（体育館、スタジアム、プール等）で採用されている事業方式別

の件数を整理しました。最も採用されている事業方式はＢＴＯ方式です。〔図表４- ４

３〕 

図表４- ４３ 事業方式別の採用件数 

事業方式 採用件数 主な事例 

ＥＣＩ方式 ２件 アダストリアみとアリーナ、沖縄多目的アリーナ 

ＢＴＯ方式 32件 墨田区総合体育館、神栖中央公園防災アリーナ等 多数 

ＢＯＴ方式 ２件 こもれび山崎温水プール、羽島市民プール 

ＢＴ＋コンセッション １件 愛知県新体育館 

 

 ⑤ 各事業方式の採用の考え方 

各事業方式において、採用する際の判断事項を踏まえ、多目的屋内施設の事業化に向

けて、検討の深堀を行う事業方式を選定しました。〔図表４- ４４〕 

 

図表４- ４４ 各事業方式を採用する際の判断事項と考察 

事業方式 採用する際の判断事項 考察 

従来方式 

民間事業者の参入が得られなかった場合

や、施設の構造や材料等の詳細な仕様が決

定でき、入札による低価格で実施したい場

合に採用する方式。 

民間事業者の参入が得られるか現

時点では不透明であるため、検討

対象とする。 

ＥＣＩ方式 

特殊な施工技術が必要な場合や設計の段階

で精度の高い仮設工事・建設費等を把握し

たい場合に採用する方式。 

設計の段階で施工の観点も含めた

代替案の検討も可能になるため、

検討対象とする。 

ＤＢＯ方式 

ＰＦＩ法に則らずに事業を実施したい場合

（特別目的会社の設立が必須ではない等）

や、公共側が資金調達した方が民間に比べ

て金利が安い場合に採用する方式。 

資金調達の手法により、ＢＯＴ方

式よりも公共側の負担が軽減され

る場合があることから、検討対象

とする。 

ＢＴＯ方式 
民間の支出（固定資産税等）を軽減する場合

に採用する方式。 

国内のスポーツ施設で最も採用実

績があるため、検討対象とする。 

ＢＯＴ方式 

施設の修繕や改修など柔軟に民間主体で運

営維持（独立採算）していく場合に採用する

方式。 

市民利用による料金収入が大半で

あり、独立採算による運用が難し

いため、検討の余地は低い。 

ＢＯＯ方式 

公共が所有すべきでない施設の整備・運営

の実施を、民間事業者に義務付ける場合に

採用する方式。 

多目的屋内施設は公共施設として

整備するため、検討の余地は低い。 

ＢＴ＋ 

コンセッション 

大規模な興行等により、安定的且つ収益性

の高い事業を見込むことができる場合に採

用する方式。 

市民利用による料金収入が中心で

あり、独立採算による運用が難し

いため、検討の余地は低い。 
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 ⑥ 事業方式の比較検討 

多目的屋内施設の事業化に向けて、採用が有力な事業方式について、その特性を比較

整理しました。〔図表４- ４５〕 

 

図表４- ４５ 検討対象とした事業方式における特性比較 

事業方式 従来方式 ＥＣＩ方式 ＤＢＯ方式 ＢＴＯ方式 

概要 

設計、建設、維持管理、

運営をすべて市が実施

する方式。 

設計当初に施工候補者

を決め、技術的アドバ

イスを取り入れながら

設計を進める。設計完

了後、施工候補者と価

格交渉の上、契約をす

る方式。 

民間事業者が設計、建

設、維持管理、運営を一

括で実施する方式。 

民間事業者が設計、建

設、維持管理、運営、資

金調達を包括的に実施

する方式。 

発注形態 

【仕様発注】 

施設等の詳細な仕様規定を仕様書として作成し、

提示する。 

【性能発注】 

施設等の基本的な性能規定を要求水準書として作

成し、提示する。公共が細かい点まで決定する仕

様発注に比べ、民間の創意工夫が発揮しやすくな

る。 

運営維持

方法 

直営又は指定管理者制

度 

直営又は指定管理者制

度 

指定管理者制度 指定管理者制度 

メリット 

・設計、建設、維持管理、

運営のすべてに市の

主導権がある。 

・市に経験がある。 

・低金利の資金調達が

可能である。 

・設計段階に施工技術

やノウハウを反映す

ることができる。 

・施工予定者を選定す

るため、施工入札不

調による事業遅延リ

スクが少ない。 

・民間活力の発揮の余

地が期待できる。 

・民間のノウハウを活

用することでコスト

削減が可能となる。 

・市に経験は少ないが

基本的には従来型の

行政手続である。 

・一括発注によりコス

ト低減が見込める。 

・民間活力の発揮の余

地が期待できる。 

・財政支出の平準化が

可能 

・民間のノウハウを活

用することでコスト

削減が可能となる。 

・一括発注によりコス

ト低減が図れる。 

・ＰＦＩ法に基づく手

続きが定型化してお

り、事例も多数ある。 

デメリッ

ト 

・民間活力の発揮の余

地が小さい。 

・初期に多額の財源（起

債）が必要になる。 

・財政負担の平準化が

困難である。 

・割賦払いで平準化が

できるものの、金利

負担が増える。 

・設計に対する的確な

判断や指示を行う能

力が市側に必要とな

る。 

・予定価格の作成・見積

合わせに際し、価格

交渉能力や価格の妥

当性を精査する能力

が市側に必要とな

る。 

・実施方針の策定や民

間事業者の募集、評

価、選定等に専門的

知識が必要となる。 

・契約手続等にノウハ

ウが必要である。 

・スポーツ施設におけ

る事例がない。 

・金利が高い。 

・特別目的会社の設立

費用が必要になる。 

・ＰＦＩ法による実施

方針の策定、特定事

業の評価や選定、公

表等に専門的な知識

が必要となる。 

・契約手続等にノウハ

ウが必要である。 
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 ⑦ 事業方式の採用に向けて 

最終的な事業方式の採用に当たっては、ＶＦＭの評価で行います。ＶＦＭとは、「支

払い（Money）に対して、最も価値の高いサービス（Value）を供給する」という考え方

のことです。 

ＶＦＭの評価は、公共が自ら実施する場合と、ＰＦＩにより実施する場合の公的財政

負担の見込額の現在価値の比較により行われます。具体的には、公共が自ら実施する場

合の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値（ＰＳＣ：Public Sector 

Comparator）とＰＦＩ事業として実施する場合の事業期間全体を通じた公的財政負担

の見込額の現在価値（「ＰＦＩ事業のＬＣＣ」（ＬＣＣ：Life Cycle Cost））を用い、そ

の差額により、評価を行います。ＶＦＭ算出は以下の計算式に基づいて示され、ＶＦＭ

の数値の最も高い値の事業方式が採用されます。  

 

ＶＦＭ（％）＝ 
（ＰＳＣ－ＰＦＩ事業のＬＣＣ） 

×100 
ＰＳＣ 

 

（３）都市公園内への収益施設の設置や管理手法について 

ＰＦＩ事業に合わせて、民間事業者独自の民間収益事業の実施を認めることで、市は、

土地の使用料を収受できると共に、施設利用者への便益施設としてより効果的なサー

ビス提供につながる可能性があります。 

豊橋公園は、都市公園であるため、多目的屋内施設周辺に民間収益施設を設置する場

合、都市公園法に基づく以下の①②の制度の活用により民間収益施設を設置すること

が可能となります。これらの導入可能性については、手法活用に意欲のある民間事業者

からの聞き取りを踏まえ、条件設定及び導入の可否を判断していくものとします。 

 

① 設置管理許可制度 

設置管理許可制度は、都市公園法第５条に基づき、公園管理者が公園管理者以外の者

に対して、公園施設の設置や公園施設の管理を許可できる制度です。 

公園管理者自らが設置・管理することが「不適当又は困難」あるいは、公園管理者以

外の者が管理することが「公園の機能増進に資すると認められる」場合に許可が可能で

あり、民間主体による飲食店や売店等の収益施設等の設置や管理の根拠となる制度で

す。 

設置管理許可を得た民間事業者は、条例等で定められた使用料を地方公共団体に支

払い、サービスを提供します。 
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② Park-PFI（公募設置管理制度） 

Park-PFI（公募設置管理制度）は、都市公園法第５条の２～５に基づき、飲食店、売

店等の収益施設（公募対象公園施設）の設置・管理と、その収益を活用して、周辺の園

路、広場等の特定公園施設の整備、改修を一体的に行う者を、公募により選定する制度

です。〔図表４- ４６〕 

民間事業者は、公募設置等計画（都市公園法第５条の３の規定に基づき、Park-PFIに

応募する民間事業者等が公園管理者に提出する計画）及び基本協定等に基づき、自らの

資金で公募対象公園施設と特定公園施設を整備し、特定公園施設の整備費の一部を負

担します。 

民間事業者は、公募設置等計画で記載した使用料を市に支払いつつサービスの提供

を行い、利用料金の対価を得ます。 

民間事業者へのインセンティブとして、許可期間を最長 20年に設定することができ

ること、また公募対象公園施設として便益施設に対する建ぺい率の上乗せの特例が適

用できること、自転車駐輪場、看板等が占用物件として設置ができることが挙げられま

す。 

 

図表４- ４６ Park-PFIのイメージ 

 

出所）都市公園の質の向上に向けた Park-PFI活用ガイドライン（平成 29年８月 10日）

／国土交通省 都市局 公園緑地・景観課 
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第５章 周辺交通環境への影響分析 

１．交通実態調査の計画 

（１）調査の目的 

豊橋公園に多目的屋内施設を整備した場合、大会やイベント時における周辺道路（交

差点）の交通量の変化を予測し、豊橋公園の出入口や駐車場の配置検討に必要な交通量

調査を行い、その結果に対する分析を行います。 

 

（２）交通実態調査項目の選定 

現況の交通状況を把握し、静的な交差点解析（交差点需要率計算）手法を用いて周辺

交通環境への影響分析を行うため、下記の調査を実施し交差点解析に必要となる基礎

データを収集します。〔図表５- １〕 

 

図表５- １ 交通実態調査項目と内容 

項目 内容 

交差点交通量調査 
・交差点の各流入部を通過する車種別・方向別の交通量を 10分毎に計測します。 

・各断面を横断する歩行者・自転車を 10分毎に計測します。 

滞留長・渋滞長調査 

・車列長の常時観測を行い、滞留長と渋滞長について 10分毎に計測します。 

※滞留長とは、信号が赤から青に変わる瞬間の停止線から最後尾の停車車両まで

の距離をいいます。 

※渋滞長とは、滞留長で観測した車両が、その青信号で捌け残った場合、 停止線

から滞留長で観測した車両までの距離をいいます。 

信号現示調査 
・調査員の目視により信号現示を流入方向別に調査し、１時間毎のサイクル長、

スプリットを計測します。 

 

（３）交通実態調査箇所の抽出 

   交通実態調査箇所の抽出については、既存データより現況道路の交通状況を整理し

ました。第一次緊急輸送道路に指定されている国道（１号線・23号線）は、国土交通省

による道路交通センサスが行われており、主要渋滞箇所が抽出されています。これらの

交差点から豊橋公園へのアクセス経路を確認した上で、多目的屋内施設の整備により、

最も交通負荷の影響を受けるであろう豊橋公園の南側の出入口にある交差点と、交通

負荷の程度を確認することを目的に豊橋公園東側の住宅地が密集する交差点を調査箇

所として抽出しました。〔図表５- ２〕 
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図表５- ２ 交通実態調査箇所の位置 

 

 

２．交通実態調査 

（１）調査概要      

   交通実態を把握するため、選定した調査箇所の交差点について、以下の内容で調査を

行いました。〔図表５- ３〕 

 

図表５- ３ 調査概要 

 

 

 

 

 

（２）調査結果概要 

① 交通状況（全体） 

調査当日の交通状況は、以下のとおりです。 

 各交差点において渋滞長が継続・延伸するような大きな渋滞は発生していません。 

 最大の渋滞長は 70ｍ（10 台程度）であり、ほとんどが次の信号サイクルで通過

できている状況です。 

 豊橋公園前の市道の東西比率は東側方向からの流入比率が高い状況です。 

豊橋公園前交差点 

東側：1,177 台/6時間、236台/ピーク１時間 

西側： 273台/6時間、 47台/ピーク１時間 

  

◆調査日：令和２年 10月 25日（日） ◆調査時間：13時～19時 

◆天候：晴れ    ◆調査箇所：豊橋公園前交差点など４か所 

◆調査箇所周辺において、大きなイベント等は開催されていない日 

豊橋公園前交差点 

無名交差点 
上旭橋交差点 

餌指橋交差点 
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② 豊橋公園前交差点の状況 

豊橋公園への流入は、13:00～16:00までが概ね 20台/10分で継続しており、流出は

ところどころ 40台/10分程度の突出した台数となる時間帯があり、16:10～17:10は 40

台/10分程度が継続しています。〔図表５- ４〕 

 

図表５- ４ 時間別の交通量推移 

 

 

交通集中や右折待ち車両の滞留により、東側から豊橋公園に流入する車両に 70ｍ程

度の渋滞が発生しています。右折帯は 30ｍ程度ありますが、それをはみ出る右折車の

滞留による先詰まりが要因です。 

ただし、右折矢印がない信号交差点のため、信号現示の見直しにより対応が可能な程

度になります。 

 

③ 駐車場の利用状況（監督員目視の状況） 

豊橋公園内にある芝生広場周辺の駐車スペースは、調査時間帯はほぼ満車の状況で

す。〔図表５- ５〕 

 

図表５- ５ 駐車スペースの様子 

（芝生公園東側（市民プール西側）の未舗装駐車スペースは、12 時頃はほぼ満車、そ

の後順次駐車台数が減り、調査終了の 19時頃にはほぼ駐車車両がない状況。） 

  

0

20

40

60
（台）

流出(公園から)
流入(公園へ)

芝生公園周辺の駐車スペースの状況 

《13時頃の様子》           《17時頃の様子》 
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（３）調査結果 

 ① 交通量調査結果（６時間／13：00～19：00） 

各交差点における方向別の合計交通量（台数）の調査結果は、以下のとおりです。〔図

表５- ６、図表５- ７〕 

   調査時間中に豊橋公園に進入した車両台数は 577台（内、国道から直進して進入した

車両が最も多い 336台）でした。また、豊橋公園から出た車両台数は 865台（内、国道

へ直進する車両が最も多い 641台）でした。 

 

図表５- ６ No.１（豊橋公園前交差点）と No.２（無名交差点） 

  

 

図表５- ７ No.３（上旭橋交差点）と No.４（餌指橋交差点） 
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② 交通量調査結果（ピーク１時間／13:00～14:00） 

各交差点における方向別の最も交通量が多かった時間帯の合計交通量（台数）の調査

結果は、以下のとおりです。〔図表５- ８、図表５- ９〕 

調査時間中に豊橋公園に進入した車両台数は 144台（内、国道から直進して進入した

車両が最も多い 82台）でした。また、豊橋公園から出た車両台数は 175 台（内、国道

へ直進する車両が最も多い 126台）でした。 

 

図表５- ８ No.１（豊橋公園前交差点）と No.２（無名交差点） 

  

 

図表５- ９ No.３（上旭橋交差点）と No.４（餌指橋交差点） 
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 ③ 渋滞長・滞留長調査結果 

各交差点において、６箇所で渋滞長が 20ｍ以上発生した箇所がありました。〔図表

５- １０〕 

また、調査時間帯における滞留長・渋滞長をグラフ化しました。〔図表５- １１～

図表５- １３〕 

 

図表５- １０ 渋滞長が 20ｍ以上発生した箇所 

 

 

図表５- １１ 滞留長・渋滞長 
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図表５- １２ 滞留長・渋滞長 

 

 

図表５- １３ 滞留長・渋滞長 
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３．交差点解析 

（１）解析方法 

交通量調査結果より、１時間の交差点解析を実施しました。交差点解析では、交差点

の需要率と交通容量比の指標から交通影響の度合いを判定します。これら判定項目と

なる指標は、交差点が渋滞なく処理できるために、交差点形状、車線幅員、縦断勾配等

の物理的条件を踏まえて計算を行っています。〔図表５- １４〕 

 

図表５- １４ 交差点解析の項目とその設定内容 

解析項目 設定内容 

交差点の需

要率を求め

るための条

件 

車線数 交通実態調査より 

①飽和交通流率の基本値 

直進車線 2,000［pcu/青 1時間］、左折車線・右折車線 1,800

［pcu/青 1時間］ 

※平面交差点の計画と設計 基礎編（H30.11） P262 

②車線幅員による補正率 

参考資料※より 直進車線は 2.50ｍ以上 3.00m 未満の場合

0.95、3.00ｍ以上 3.50ｍ未満の場合 1.00、右折車線は 2.75

ｍ以上の場合 1.00を採用 

③縦断勾配による補正率 参考資料※より 急勾配でないため基本値の 1.00を採用 

④大型車混入による補正率 
交通実態調査の大型車混入率より計算を行い、参考資料※の

該当する補正率を採用 

⑤左折車混入による補正率 
交通実態調査の左折車混入率より計算を行い、参考資料※の

該当する補正率を採用 

⑥右折車混入による補正率 
交通実態調査の右折車混入率より計算を行い、参考資料※の

該当する補正率を採用 

条件による

解析 

⑦飽和交通流率 計算値 ⑦＝①×②×③×④×⑤×⑥ 

⑧設計交通量 交通実態調査より 

⑨流入部各車線の需要率 計算値 ⑨＝⑧÷⑦の車線合計値 

⑩現示の需要率 ⑨のうちの最大値 

判定項目 ⑪交差点の需要率 
⑩の合計値（合計値が規定値（有効青時間/サイクル長）以

下であれば、交通への影響はみられないと判断） 

交通容量比

を求めるた

めの条件 

⑫サイクル長 交通実態調査より 

⑬有効青時間 交通実態調査の結果より、黄色時間による補正をしたもの 

条件による

解析 
⑭可能交通容量 計算値 ⑭＝⑦の車線合計値×（⑬÷⑫） 

判定項目 ⑮交通容量比 
計算値 ⑮＝⑧÷⑭（各流入車線の交通容量比が 1.0 以下

であれば、交通への影響はみられないと判断） 

※平面交差点の計画と設計 基礎編（H30.11）／一般社団法人交通工学研究会 
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（２）対象時間 

対象とする時間は、Ｂリーグの試合開始前と想定される 13時～14時と、試合終了後

と想定される 16時～17時の２つの時間帯で実施しました。なお、2019-20シーズンの

試合日程をみると、日曜日開催の試合は 14：05試合開始が多くなっています。〔図表５

- １５〕 

 

図表５- １５ 三遠ネオフェニックスの試合日程 

日付 

2019-20シーズン 

試合 

開始 
会場 

日付 

2019-20シーズン 

試合 

開始 
会場 

10月   5日（土） 18:05 富山市総合体育館 1月   4日（土） 18:35 松江市総合体育館 

10月   6日（日） 13:05 富山市総合体育館 1月   5日（日） 13:35 松江市総合体育館 

10月  12日（土） 15:05 ドルフィンズアリーナ 1月  15日（水） 19:05 豊橋市総合体育館 

10月  13日（日） 14:05 ドルフィンズアリーナ 1月  22日（水） 19:05 ウィングアリーナ刈谷 

10月  16日（水） 19:05 豊橋市総合体育館 1月  25日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 

10月  19日（土） 18:05 浜松アリーナ 1月  26日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 

10月  20日（日） 14:05 浜松アリーナ 1月  29日（水） 19:05 アオーレ長岡 

10月  23日（水） 19:35 川崎市とどろきアリーナ 2月   1日（土） 18:05 浜松アリーナ 

10月  26日（土） 19:05 沖縄市体育館 2月   2日（日） 14:05 浜松アリーナ 

10月  27日（日） 14:05 沖縄市体育館 2月   8日（土） 14:05 守山市体育館 

11月   2日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 2月   9日（日） 13:10 守山市体育館 

11月   3日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 2月  15日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 

11月   9日（土） 18:05 川崎市とどろきアリーナ 2月  16日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 

11月  10日（日） 16:05 川崎市とどろきアリーナ 2月  29日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 

11月  16日（土） 15:05 アリーナ立川立飛 3月   1日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 

11月  17日（日） 15:05 アリーナ立川立飛 3月   4日（水） 19:05 ウィングアリーナ刈谷 

12月   7日（土） 15:05 北ガスアリーナ札幌 46 3月   7日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 

12月   8日（日） 15:05 北ガスアリーナ札幌 46 3月   8日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 

12月  11日（水） 19:05 豊橋市総合体育館 3月  11日（水） 19:05 豊橋市総合体育館 

12月  15日（日） 18:05 豊橋市総合体育館 3月  14日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 

12月  16日（月） 19:05 豊橋市総合体育館 3月  15日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 

12月  21日（土） 15:05 ブレックスアリーナ宇都宮 3月  21日（土） 15:05 横浜国際プール 

12月  22日（日） 15:05 ブレックスアリーナ宇都宮 3月  22日（日） 14:05 横浜国際プール 

12月  25日（水） 19:05 横浜国際プール 3月  25日（水） 19:05 豊橋市総合体育館 

12月  29日（日） 17:05 豊橋市総合体育館 3月  28日（土） 18:05 浜松アリーナ 

12月  30日（月） 14:05 豊橋市総合体育館 3月  29日（日） 14:05 浜松アリーナ 

   4月   1日（水） 19:05 富山市総合体育館 

   4月   4日（土） 18:05 アオーレ長岡 

   4月   5日（日） 14:05 アオーレ長岡 

   4月   8日（水） 19:05 豊橋市総合体育館 

   4月  11日（土） 17:05 豊橋市総合体育館 

   4月  12日（日） 14:05 豊橋市総合体育館 

   4月  18日（土） 14:05 ウィングアリーナ刈谷 

   4月  19日（日） 14:05 ウィングアリーナ刈谷 
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（３）現況交通量に対する交差点解析ケース 

現況交通量に対する交差点解析ケースについて、以下のとおり実施しました。〔図表

５- １６〕 

図表５- １６ 現況交通の交差点解析ケース 

ケース 対象交差点 時間帯 

ケース１ 
No.1：豊橋公園前交差点 

13時～14時 

ケース２ 16時～17時 

ケース３ 
No.2：無名交差点 

13時～14時 

ケース４ 16時～17時 

ケース５ 
No.3：上旭橋交差点 

13時～14時 

ケース６ 16時～17時 

ケース７ 
No.4：餌指橋交差点 

13時～14時 

ケース８ 16時～17時 

 

参考／交差点解析結果の見方 

用語 説明 

需要率 設計交通量と飽和交通流率の比 

現示の需要率 
同一の現示の中で同時に流れる交通流の流入部の需要率のうち最大のも

の。 

交差点の需要率 各現示需要率の合計値。 

飽和交通流率 
信号が青を表示している時間の間中、車両の待ち行列が連続して存在して

いるほど需要が十分にある場合に、交差点流入部を通過し得る最大流率 

交通容量 
実１時間で、信号が青丸のときのみ、車両が交差点流入部を通過した場合

の捌け台数 

交通容量比 各流入部の交通量と交通容量の比(差)。 

 

参考／交差点の需要率における規定値の求め方（例：ケース１） 

交差点の需要率における規定値 0.506 ＝ 有効青時間 43秒÷サイクル長 85秒 

有効青信号 43秒 ＝ サイクル長 85秒-⑤損失時間合計 42秒※１ 

現示 
① 

全信号表示時間 

② 

青信号表示時間 

③ 

黄信号表示時間 

④ 

全赤信号表示時間 

⑤ 

損失時間 

1φ 26秒 20秒 3秒 3秒 5秒 

2φ 27秒 20秒 3秒 4秒 6秒 

3φ※２ 32秒 23秒 5秒 4秒 8秒 

合計 サイクル長 85秒 63秒 11秒 11秒 42秒※１ 

※１）⑤損失時間（合計）42秒＝各現示の損失時間の和（黄信号表示時間＋全赤信号表示時間－１※３)＋

②青信号表示時間（歩行者用）23秒 

※２）歩行者用信号 

※３）黄信号表示時間が３秒以上の場合は、黄信号時間＋全赤信号時間の和より１秒短い値として損失時

間を設定（平面交差点の計画と設計 基礎編（H30.11）／一般社団法人交通工学研究会） 
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① No.1：豊橋公園前交差点・13時～14時【ケース１】 

 
  

①：至 豊橋公園 

②：至 No.２無名交差点 

③：至 国道１号線 

④：至 市役所 
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② No.1：豊橋公園前交差点・16時～17時【ケース２】 

 

 

  

①：至 豊橋公園 

②：至 No.２無名交差点 

③：至 国道１号線 

④：至 市役所 
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③ No.2：無名交差点・13時～14時【ケース３】 
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④ No.2：無名交差点・16時～17時【ケース４】 
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⑤ No.3：上旭橋交差点・13時～14時【ケース５】 
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⑥ No.3：上旭橋交差点・16時～17時【ケース６】 
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⑦ No.4：餌指橋交差点・13時～14時【ケース７】 
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⑧ No.4：餌指橋交差点・16時～17時【ケース８】 
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（４）興行等（主にＢリーグ）の開催を想定した交差点解析 

興行来場者用の駐車場は豊橋公園内には設けないこととしております。ただし、関係

者や陸上競技場など他の公園施設の利用者を想定し、現在利用可能な駐車場台数と同

等規模である 400台をもとに、以下の条件設定を踏まえて交差点解析を実施しました。

〔図表５- １７〕 

 

図表５- １７ Ｂリーグ開催を想定した交差点解析のケース 

ケース 対象交差点 時間帯 交通量の設定条件 

ケース９ 

No.1： 

豊橋公園前 

交差点 

13時～14時(試合前) 
400台/hの自動車交通量を豊橋

公園に流入させる 

ケース 10 16時～17時(試合後①) 
400台/hの自動車交通量を豊橋

公園から流出させる 

ケース 11 16時～17時(試合後②) 
800台/hの自動車交通量を豊橋

公園から流出させる 

ケース 12 16時～17時(試合後③) 

ケース 11 の条件で交通容量比

が 1を上回ったため、ケース 11

の条件に信号サイクルを変更 

 

【条件設定】 

 試合前を想定するため、13時～14時の１時間に 400台を豊橋公園に流入させる

ケースを設定しました（ケース９）。 

 次に、試合後を想定し、400台が 1時間をかけて豊橋公園から流出させるケース

を設定しました（ケース 10）。 

 次に、どれくらいの流出台数になれば混雑が発生するかを検証するため、1時間

に 400台の 2倍の 800台が流出すると設定しました（ケース 11）。 

 さらに、ケース 11では交通容量比が１を上回ったため、ケース 11の条件（1時

間で 800 台流出）に、信号サイクルを変更したケースを設定しました（ケース

12）。 
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【解析の入力方法（一例）】 

 試合前を想定するため、13時～14時の１時間に 400台を豊橋公園に流入させる

ケースを設定するケース９では、ケース１で把握した豊橋公園に侵入する方向

の交通量の比率（41 台：82 台：21 台）から 400 台を上乗せ（155 台：310 台：

80台）して解析しています。〔図表５- １８〕 

 

図表５- １８ ケース１とケース９の交通量図 

   

 方向② 方向③ 方向④ 合計 

ケース１ 41台 82台 21台 144台 

ケース９ 

(上乗せ台数) 
155台 310台 80台 545台 

加算された 

合計台数 
114台 228台 59台 401台※１ 

※１）400台にならないのは、四捨五入の影響 

 

その他の設定に用いた考え方は、以下のとおりです。 

 400台と設定した理由は、多目的屋内施設の整備予定地周辺の駐車容量が 400台

程度となっているためです。 

 交通量調査時においても豊橋公園内の駐車場は活用されていましたが、どれく

らいの流出台数になれば混雑が発生するかを検証するため、これら交通量を除

かずに、交通量調査結果に 400台を単純に上乗せして交通量を解析しています。 

 流入及び流出される交通量については、現況の交差点の方向別交通量の比より

設定しています。 

  

ケース１ ケース９ 
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① 13時～14時(試合前)【ケース９】 

 

 

 

  

①：至 豊橋公園 

②：至 No.２無名交差点 

③：至 国道１号線 

④：至 市役所 
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② 16時～17時(試合後①)【ケース 10】 

 

 

  

①：至 豊橋公園 

②：至 No.２無名交差点 

③：至 国道１号線 

④：至 市役所 
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③ 16時～17時(試合後②)【ケース 11】 

 

 

  

①：至 豊橋公園 

②：至 No.２無名交差点 

③：至 国道１号線 

④：至 市役所 
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④ 16時～17時(試合後③)【ケース 12】 

 
 

  

①：至 豊橋公園 

②：至 No.２無名交差点 

③：至 国道１号線 

④：至 市役所 
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４．課題と対応策の整理 

（１）現況交通量に対する交差点解析結果 

現況交通量に対する交差点解析結果は、どの交差点も交差点需要率が上限値を超え

ている交差点や、交通容量比が 1.0を超えている交差点はない結果となっており、現状

の交差点運用においては、問題ないものと考えられます。No.１豊橋公園交差点の右折

滞留長も現況の右折レーン延長内であり問題ない結果となっています。 

現況交通量に対する交差点解析結果は、以下のとおりです。〔図表５- １９〕 

 

図表５- １９ 現況交通量に対する交差点解析結果 

ケース 
対象 

交差点 
時間帯 

サイクル 

長(秒) 

交差点 

需要率 
流入部 

交通 

容量比 

照査 

結果 

滞留長 

(m) 

ケース 
１ 

No.1： 
豊橋 
公園前 
交差点 

13時 
～ 

14時 
85 

0.170 
≦ 

0.506 

① 0.203 

OK 

－ 
②直左 0.480 － 
②右折 0.098 12.8 
③直左 0.207 － 
③右折 0.138 15.3 
④直左 0.107 － 
④右折 0.006 0.6 

ケース 
２ 

16時 
～ 

17時 
85 

0.170 
≦ 

0.506 

① 0.202 

OK 

－ 
②直左 0.486 － 
②右折 0.052 6.9 
③直左 0.109 － 
③右折 0.177 19.3 
④直左 0.068 － 
④右折 0.017 1.9 

ケース 
３ 

No.2： 
無名 
交差点 

13時 
～ 

14時 
85 

0.180 
≦ 

0.600 

① 0.402 

OK － 
② 0.222 
③ 0.243 
④ 0.211 

ケース 
４ 

16時 
～ 

17時 
85 

0.186 
≦ 

0.600 

① 0.360 

OK － 
② 0.247 
③ 0.244 
④ 0.281 

ケース 
５ 

No.3： 
上旭橋 
交差点 

13時 
～ 

14時 
100 

0.384 
≦ 

0.850 

① 0.628 

OK － 
② 0.011 
③ 0.429 
④ 0.223 

ケース 
６ 

16時 
～ 

17時 
100 

0.437 
≦ 

0.850 

① 0.740 

OK － 
② 0.006 
③ 0.463 
④ 0.255 

ケース 
７ 

No.4： 
餌指橋 
交差点 

13時 
～ 

14時 
90 

0.285 
≦ 

0.889 

① 0.307 

OK － 
② 0.356 
③ 0.279 
④ 0.191 

ケース 
８ 

16時 
～ 

17時 
90 

0.324 
≦ 

0.889 

① 0.353 

OK － 
② 0.396 

③ 0.294 

④ 0.226 
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（２）興行等（主にＢリーグ）の開催を想定した交差点解析 

興行等の開催を想定した交差点解析結果は、No.１豊橋公園前交差点において、交差

点需要率が上限値を超えているケースはありませんが、どれくらいの流出台数になれ

ば混雑が発生するかを検証するため設定したケース 11では、流入部①のみ交通容量比

が 1.0を超える結果となりました。 

興行等の開催を想定した交差点解析結果は、以下のとおりです。〔図表５- ２０〕 

 

図表５- ２０ 興行等の開催を想定した交差点解析結果 

ケース 
対象 

交差点 
時間帯 

サイクル 

長(秒) 

交差点 

需要率 
流入部 

交通 

容量比 

照査 

結果 

滞留長 

(m) 

ケース 
９ 

No.1： 
豊橋 
公園前 
交差点 

13時 
～ 

14時 
85 

0.290 
≦ 

0.506 

① 0.235 

OK 

－ 
②直左 0.480 － 
②右折 0.371 42.4 
③直左 0.692 － 
③右折 0.138 15.3 
④直左 0.266 － 
④右折 0.006 0.6 

ケース
10 

16時 
～ 

17時 
85 

0.283 
≦ 

0.506 

① 0.658 

OK 

－ 
②直左 0.486 － 
②右折 0.052 6.9 
③直左 0.109 － 
③右折 0.343 19.3 
④直左 0.068 － 
④右折 0.017 1.9 

ケース
11 

16時 
～ 

17時 
85 

0.395 
≦ 

0.506 

① 1.112 NG － 
②直左 0.486 OK － 
②右折 0.052 OK 6.9 
③直左 0.109 OK － 
③右折 0.849 OK 19.3 
④直左 0.068 OK － 
④右折 0.017 OK 1.9 

ケース
12 

16時 
～ 

17時 
85 

0.395 
≦ 

0.506 

① 0.936 

OK 

－ 
②直左 0.598 － 
②右折 0.065 6.9 
③直左 0.092 － 
③右折 0.504 19.3 
④直左 0.084 － 
④右折 0.022 1.9 

 

最も混雑（滞留長が最も短い）が懸念される No.1において、解析の結果、ケース 11

以外は混雑が発生しない結果となっています。この結果から No.1以外の交差点（No.2

～No.4）においては、No.1の交差点からさらに 400ｍ以上離れており、この区間で滞留

長が十分に確保できる距離に交差点が位置しているため、No.1 と同様の解析（ケース

９～ケース 12）を実施しなくても交通への影響は見られないことが推察できます。 

また、滞留長については、最も滞留長が長い結果となったケース９②右折 42.4ｍに

おいては、交差点 No.1から No.2区間の距離が約 430ｍあり、影響のない範囲であると

評価できます。 
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（３）混雑を緩和するための信号サイクルの変更による対応 

前頁のケース 11の結果を受け、流入部①の交通容量比を 1.0未満に抑えるため、ケ

ース 12を設定しました。ケース 12は、サイクル長 85秒は変更しないものとし、信号

現示２φの青表示時間を４秒短縮し、流入部①が青時間である信号現示１φの青表示

時間を４秒延長しました。興行等開催時は多くの歩行者交通量が想定されるため、３φ

の青表示時間はそのままとし、２φを短縮しました。 

上記より、ケース 12 の交差点解析結果としては、ケース 11 の課題点であった流入

部①の交通容量比 1.0以上が改善され、0.936となりました。また、流入部①以外の流

入部に関しても、交通容量比 1.0以上の流入部はない結果となっており、興行等開催を

想定した交差点運用において、現状の公園出入口１箇所で問題なく対応できるものと

考えられます。〔図表５- ２１〕 

 

図表５- ２１ ケース 11とケース 12の現示方式 

【ケース 11】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ケース 12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1φ青 
＋4秒 

2φ青 
－4秒 

サイクル長 
±0 
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（４）その他混雑を緩和するための対応策 

① 公園内の道路延長の確保 

現在の広場を含む平面駐車場から豊橋公園前交差点までは約 160ｍ程度あり、この

区間の延長を可能な限り確保する中で、多目的屋内施設や駐車場を配置することが車

の滞留を軽減できる対策のひとつになります。〔図表５- ２２〕 

 

図表５- ２２ 豊橋公園前交差点からの道路延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 帰宅時間の分散化 

歩行者の来訪を促進する中で、興行等の終了後は自動車交通量の流出抑制を行うこ

とや、興行の公演や試合後にもイベントを行い、滞在時間を延長させる等、帰宅時間

の分散化を図ることが有効な対応策になります。 

 

（５）災害時の対応策 

公園内に車の滞留が発生することが想定されるケース 11においても、信号サイクル

の変更等の対応を行うことで、現状の公園出入口１箇所で問題なく対応できる結果と

なっていますが、災害時の緊急車両も同じ出入口を使用することが想定されます。 

万一、公園出入口付近で故障車があった場合、緊急車両の進入を阻害する事態も考え

らえることから、この事態の回避策として、児童遊園東側の出入口に緊急車両用の出入

口を別途確保することが考えられます。 

 

（６）まとめ 

現状の駐車場台数 400 台程度であれば、解析上混雑は発生しない結果となっていま

す。したがって、現状の駐車場台数程度であれば周辺交通環境への影響は小さいものと

考えております。 

約 160ｍ 

豊橋公園前交差点 
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第６章 豊橋公園の整備内容・範囲の検討 

１．整備内容と範囲の検討 

（１）多目的屋内施設の整備範囲 

想定施設の規模・機能の検討結果を踏まえて、豊橋公園における施設整備内容・事業

範囲の方針を検討しました。豊橋公園の整備範囲としては、多目的屋内施設と他のスポ

ーツ施設との連携を考慮して、スポーツ施設が集積している東側エリア内とします。 

また、想定する多目的屋内施設の建築面積は約 11,800㎡程度であり、整備可能な範

囲が限られ、北側のエリアを多目的屋内施設の整備検討エリアとし、配置案を検討する

ものとします。〔図表６- １〕 

 

図表６- １ 多目的屋内施設の整備検討エリア 

 

  

整備検討エリア 

都市計画公園区域 

豊橋球場 

（指定管理者制度範囲） 
陸上競技場 

（指定管理者制度範囲） 

武道館 
市民 

プール 

テニスコート 

（硬式） 

テニスコート 

（軟式） 

児童遊園 
駐車場 

テニスコート 

（軟式） 

送電線（地中） 

整備範囲 

整備範囲 
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（２）整備内容 

多目的屋内施設の整備に伴い、新たに整備する施設、再編が必要な施設、配置検討に

制約となる施設について、導入目的・方針の整理を行いました。〔図表６- ２〕 

 

図表６- ２ 整備内容と施設の導入目的・方針一覧 

整備内容 施設名 導入目的・方針 

新たに整備する施設 多目的広場 屋外で多目的な利用に対応できる広場を

確保します。多目的屋内施設に隣接して

配置することで、屋内と連携したイベン

ト開催や災害時の活動等の場として機動

的に活用できる配置とします。 

駐車場（400台） 既存施設の利用者が利用可能な駐車場と

して、現状の駐車スペースに相当する規

模を維持します。公園利用者の安全確保

に配慮し、歩車分離となる位置に配置し

ます。駐車場出入口は、周辺交通環境への

環境分析の結果を踏まえ、豊橋公園南の

交差点からできるだけ距離が確保できる

位置に配置します。 

シャトルバス等のロータリー 

（大型車両の搬入路） 

大会やイベント時に選手や関係者がスム

ーズに多目的屋内施設へアクセスできる

ロータリーを整備します。また、多目的屋

内施設へ直接搬入できる搬入路を設ける

ことで大会やイベント時の機材の搬入や

災害時の支援物資の輸送拠点として活用

できるようにします。 

ランニングコース 豊橋公園内を回遊できるランニングコー

スを整理し、日常的な利用に配慮します。 

再編が必要な施設 テニスコート（硬式・軟式） 現状の規模（硬式２面、軟式 12面）の確

保を前提として、配置検討を行います。 

児童遊園 子供や家族連れが利用する場所として、

現状と同様規模を確保します。 

配置に制約となる施設 送電線（埋設） 干渉又は敷設替えが発生しない多目的屋

内施設の配置を検討します。 

  



171 

 

（３）事業範囲 

豊橋公園にある陸上競技場と豊橋球場はそれぞれ指定管理者制度を導入し、運営及

び維持管理がされています。その他公園施設（緑地や園路等）の維持管理については、

その都度、委託発注することで運営されています。 

多目的屋内施設においても建設後、どのように運営及び維持管理していくのかを検

討していく必要があります。豊橋公園にある既存施設と同様に、指定管理者制度を導入

し、施設単体での運営及び維持管理をしていく方法もありますが、一方で、本事業にＰ

ＦＩ事業を導入した場合、大規模なスポーツイベントやスポーツツーリズムの誘致、運

動プログラムの提供など施設運営を見据えた施設整備がなされ、貸館としての利用だ

けでなく将来運営を担う事業者（以下、「事業者」という。）独自のプログラムの提供

やパークマネジメントを期待することができます。 

豊橋公園にあるスポーツ施設全体をＰＦＩ事業の対象範囲と考えると以下のような

事業範囲のパタンが考えられます。〔図表６- ３〕 

 

図表６- ３ 事業範囲のパタン 

事業範囲 

パタン 

多目的屋内施設 その他公園施設※１ 
陸上競技場 

豊橋球場 建設 
運営及び維持

管理 
建設 

運営及び維持

管理 

パタン１ ○ ○ ○ - - 

パタン２ ○ ○ ○ ○ - 

パタン３ ○ ○ ○ ○ ○ 

※１）多目的屋内施設とともに新たに整備する施設や再編が必要な施設 

 

本事業にＰＦＩ事業を導入した場合に、豊橋公園内に複数の事業者による施設運営

を行うよりも、豊橋公園内の多目的屋内施設だけでなく、その他公園施設及び陸上競技

場・豊橋球場の運営及び維持管理も含めて、豊橋公園にあるスポーツ施設全体を一体的

な事業としたほうがより効率的・効果的な事業とできると考えられます。 

また、検討に際しては、現在の指定管理期間にも留意する必要があります。現在、武

道館、豊橋球場、陸上競技場、硬式庭球場、軟式庭球場は豊橋綜合運動場等管理運営の

指定管理者制度により指定管理者が管理を行っています。指定管理期間は平成 31年４

月１日から令和４年３月 31日までの３年間となっています。指定管理の更新時期に合

わせて多目的屋内施設を供用開始させることで、事業範囲パタン３の切り替えがスム

ーズになります。したがって、指定管理の更新時期において、多目的屋内施設の供用開

始時期に合うように指定管理期間を設定し、更新する事前調整が必要になります。 
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２．配置検討 

多目的屋内施設の整備範囲内における配置検討として、３つの配置パタン（整備範囲の

東側、中央、西側に配置）より比較検討を行いました。〔図表６- ４〕 

 

図表６- ４ 多目的屋内施設の配置パタン 

 

 

  

都市計画公園区域 

送電線（地中） 

整備範囲 

整備範囲 

整備検討エリア 

Ａ案 Ｂ案 
Ｃ案 
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図表６- ５ 配置検討比較 

比較 Ａ案 Ｂ案 Ｃ案 

配置図 

   

整備段

階にお

ける留

意事項 

 多目的屋内施設と豊橋球場の

間の動線が狭くならないよう

配慮する必要がある。 

 整備にあたって、事前に建設予

定地周辺の既存施設の解体撤

去が必要になる可能性が高い。 

 朝倉川側の法面範囲にテニス

コートが含まれる可能性があ

り、土地造成等が必要になる。 

 多目的屋内施設と豊橋球場の

間の動線が狭くならないよう

配慮する必要がある。 

 地中送電線に近接しているた

め、影響を与えないように施設

配置する必要がある。 

 地中送電線に近接しているこ

とから施設配置及び平面計画

を変更する必要がある。 

 朝倉川側の法面範囲に多目的

屋内施設が含まれる可能性が

あり、土地造成等が必要にな

る。 

景観 

◎吉田城址から最も離れている

ため、歴史的景観への影響が少

ない。 

〇吉田城址から離れているため、

歴史的景観への影響が少ない。 

△吉田城址に近接するため、豊橋

公園の歴史景観に影響を与え

る可能性がある。 

動線 

計画 

◎歩行者動線は、駐車場横断部を

除いて、歩車分離ができ、安全

に多目的屋内施設へアクセス

が複数ルート確保できる。 

◎一般車両は、豊橋公園前交差点

からの道路延長を十分に確保

できる。 

◎シャトルバスは、多目的屋内施

設に隣接して乗り入れできる。 

◎関係車両及び緊急車両は、一般

車両と交錯せず、多目的屋内施

設へアクセスできる動線が確

保できる。 

◎歩行者動線は、駐車場横断部を

除いて、歩車分離ができ、安全

に多目的屋内施設へアクセス

が複数ルート確保できる。 

◎一般車両は、豊橋公園前交差点

からの道路延長を十分に確保

できる。 

○シャトルバスは、多目的広場に

隣接して乗り入れできる。 

◎関係車両及び緊急車両は、一般

車両と交錯せず、多目的屋内施

設へアクセスできる動線が確

保できる。 

△駐車場からの歩行者動線は関

係車両の動線と交錯すること

から歩行者の安全対策が必要

となる。 

△一般車両は、豊橋公園前交差点

からの道路延長の確保がやや

不十分である。 

◎シャトルバスは、多目的屋内施

設に隣接して乗り入れできる。 

△関係車両及び緊急車両は、一般

車両と同じ動線を通って多目

的屋内施設へアクセスするこ

とになり、公園の園路も横断す

ることになる。 

公園 

施設 

△多目的広場が最も狭い。 

◎児童遊園について、現状の規模

を確保することができる。 

○多目的屋内施設の南・西面の２

方向で他の公園施設との連携

が図れる。 

○多目的広場の広さは中程度。 

◎児童遊園について、現状の規模

を確保することができる。 

◎多目的屋内施設の東・南・西面

の３方向で他の公園施設との

連携が図れる。 

◎多目的広場が最も広い。 

△多目的広場と児童遊園の連携

利用が見込めるが、児童遊園の

規模が縮小する。 

△多目的屋内施設の東面しか公

園施設との連携が図れない。 
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３．配置図の作成 

想定とする多目的屋内施設の位置も含めた豊橋公園内の整備内容を示した概略図（配

置図）を作成しました。〔図表６- ６～図表６- ８〕 

 

図表６- ６ Ａ案配置図 

 

凡例 

 ：一般車両動線 

 ：シャトルバス動線 

 ：関係車両動線 

 ：大型車両及び緊急車両動線 

 ：歩行者動線 

 ：並木のプロムナード 

 ：ランニングコース 

▲ ：一般利用者出入口 

▲ ：管理用出入口 

  

駐車場台数：403台 
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図表６- ７ Ｂ案配置図 

 

凡例 

 ：一般車両動線 

 ：シャトルバス動線 

 ：関係車両動線 

 ：大型車両及び緊急車両動線 

 ：歩行者動線 

 ：並木のプロムナード 

 ：ランニングコース 

▲ ：一般利用者出入口 

▲ ：管理用出入口 

 

  

駐車場台数：430台 
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図表６- ８ Ｃ案配置図 

 

凡例 

 ：一般車両動線 

 ：シャトルバス動線 

 ：関係車両動線 

 ：大型車両及び緊急車両動線 

 ：歩行者動線 

 ：並木のプロムナード 

 ：ランニングコース 

▲ ：一般利用者出入口 

▲ ：管理用出入口 

 

 

 

 

 

駐車場台数：453台 
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第７章 整備の方向性 

本調査では、多目的屋内施設に関連する本市の計画を整理し、関連施設の利用状況等

の実態把握・分析を行った上で、本市に求められる多目的屋内施設の基本コンセプト、

本市の目指すべき多目的屋内施設の施設規模・機能の検討を示してきました。 

本調査の検討を踏まえ、多目的屋内施設の整備に向けた方向性を整理しました。 

 

１．多目的屋内施設の規模・機能について 

（１）複合化・集約化について 

本調査において、複合化や集約化の対象施設として、武道館、前田南地区体育館、牛

川地区体育館、豊橋市民文化会館、アイプラザ豊橋を選定しましたが、この結果は一つ

の検討の例示とするものです。特に前田南地区体育館及び牛川地区体育館は、平日・土

日・祝日ともに稼働率が高くなっており、また、施設規模等からも主に日常的な練習等

に利用されているものと考えられます。今後、どの施設を多目的屋内施設と集約化・複

合化させるべきかについては、豊橋市公共施設等総合管理方針の考え方を踏まえて、検

討していく必要があります。 

 

（２）フロアサイズについて 

メインアリーナ、サブアリーナ、武道場のフロアサイズについては、総合体育館の過

密化解消の観点や複合化・集約化の考えを踏まえ検討を行い、算定しました。その結果、

メインアリーナは、2,700㎡程度、サブアリーナは 1,500㎡程度、武道場は 1,100㎡程

度となりました。 

今後はこれらのフロアサイズを基本として、総合体育館の過密化を解消するための

必要な規模を導き出すために、各スポーツ競技団体と協議を行う必要があります。また、

観客席 5,000席を満たすため、固定席以外の可動席、移動席をフロアサイズの許容以上

設置する場合、基本とするフロアサイズを拡大する検討が必要です。 

 

（３）観客席数について 

観客席数の検討について、固定席、可動席、移動席、立見席の組み合わせによる検討

を行いました。固定席の観客席数として、プロスポーツ等の観客者数の実績や「みる」

スポーツの推進などの将来的なニーズも踏まえて、2,000～2,500 席程度と考えていま

す。可動席の必要数としては、座席レイアウトの検討を行った場合、1,000席程度と考

えています。移動席・立見席については、フロアサイズや観覧スペースにもよりますが、

5,000席を確保するものとした場合、固定席が 2,000席の場合は 2,000 席程度、固定席

が 2,500席の場合は 1,500席程度と考えています。 

今後はこれらの観客席数を基本とし、フロアサイズの検討も踏まえて、本市にとって

必要な観客席数の検討を進めていきます。 



178 

 

（４）想定する施設規模・機能について 

本調査において導き出した施設整備の基本コンセプトをもとに、多目的屋内施設に

必要な諸室・機能を抽出しました。 

施設の主たる機能となるメインアリーナ、サブアリーナ、武道場のほかに、フレキシ

ブルに利用可能な多目的室や講習会等の用途に利用できる会議室等を抽出しています。 

   また、これらに加え本調査におけるアンケート調査の結果から、要望が多かった諸室

を検討していくことのほか、今後更なる分析や意向調査を行い、導入すべき諸室・機能

を検討していくことが必要です。また、想定する施設規模については、建築面積が約

11,900㎡となり、豊橋公園内で整備可能な建築面積の上限 13,440㎡程度（既存の市民

プールと武道館を撤去しない場合）の許容範囲内に収まる結果となりました。 

この結果を踏まえて、将来的に豊橋公園内において整備が想定される施設も含めて

多目的屋内施設の建築面積を検討していく必要があります。 

 

（５）防災への対応について 

災害時には、受援のための活動拠点や支援物資の輸送拠点等として活用できるよう

に、メインアリーナなどの諸室の配置や床の耐荷重の設定、豊橋公園内を周回できる車

両動線のほか、WiFi 環境の整備や一時避難場所の転用の可能性も含めて検討が必要で

す。 

   また、現在豊橋公園の防災機能として導入されていない防災機能として、太陽光発電

をはじめとする再生可能エネルギー等による非常用電源設備や非常用照明設備、生活

水の再利用、放送設備の導入等の検討が必要です。 

有明アリーナ等の先進事例からも、雨水をトイレ洗浄水、植栽潅水等として再利用す

ることや、電力は、２回線受電（本線・予備電源）にする等のバックアップ設備を導入

しています。多目的屋内施設においても、バックアップ設備の導入により、インフラ設

備が停止した場合でもあらゆる自立的な災害活動が実施できるよう、ライフライン途

絶対策の検討が必要です。これらの防災機能が効果的に発揮されるよう、災害対策に係

る関連施設や関連計画との連携等のソフト施策と併せて、災害対応力の強化を図りま

す。 

 

（６）新しい生活様式への対応について 

本調査で実施した意向調査では、最も多かった要望・意見として空調・換気機能が挙

げられました。このことからも、厚生労働省が公表した行動指針である新しい生活様式

に対応した施設整備を目指すため、今後の国の動向や他都市の事例を踏まえて検討を

進めていくものとします。具体的には、スポーツを行う空間においては、空調・換気設

備を積極的に導入していくことや更衣室や洗面所などの３密（密集、密接、密閉）にな

る空間について、すれ違いによる利用とならないよう一方通行での利用動線の配慮等、



179 

 

施設の計画段階から対応できるものについて検討を進めていきます。 

 

２．豊橋公園の整備について 

多目的屋内施設の配置については、３つの配置のパターンを検討しました。その検討結

果としては、それぞれの案にメリット及びデメリットがありますが、多目的屋内施設の利

便性や安全性、歩車動線計画を含む公園利用者への配慮、景観の調和等、様々な要因を総

合的に判断していく必要があります。 

また、多目的屋内施設と他の公園施設との連携を図ることで、新たな交流が生まれる環

境を創出していく仕組みづくりや、豊橋公園の有する自然や歴史景観に配慮していくこ

とで多目的屋内施設の利用者に限らず、公園利用者が親しみをもって楽しむことができ

る公園空間となるような施設配置や環境整備が必要です。 

さらに大会やイベント、コンサートの開催により、多目的な利用による地域経済の活性

化やまちなかの賑わい創出に寄与するため、年間を通じてどれくらいの開催見込みが確

保できるのか、その需要の検討が必要です。 

加えて、Park-PFI など民間事業者のノウハウを活用する制度を用いるなど、民間の創

意工夫によって公園の魅力を高め、賑わいのある公園づくりの検討が必要です。 

 

３．事業手法について 

多目的屋内施設の事業手法においては、「豊橋市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討方

針」を踏まえ、基本計画策定時にＰＦＩ導入可能性調査を実施し、詳細な検討を行います。

具体的には、従来から行われている「設計・施工・維持管理分離発注方式」と比較して、

本市の財政負担額の縮減が最も期待できる検討を行うとともに、第４章に記載した各Ｐ

ＰＰ／ＰＦＩ手法の特性を踏まえ、リスク分担及び事業スケジュール等を加味して、適正

な事業手法を選定します。 

 

４．財源について 

都市公園における公園施設の整備が対象となる社会資本整備総合交付金や延べ面積の

減少を伴う集約化・複合化事業が対象となる公共施設等適正管理推進事業債の活用のほ

か、ＰＰＰ／ＰＦＩ等の官民連携手法の導入によるコスト縮減を図りながら、財政負担の

軽減に努めます。〔図表７- １〕 
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図表７- １ 主な財源の概要 

社会資本整備総合交付金（都市公園等事業）／国土交通省の抜粋 ※太字は出所の段落番号 

ロ   防災・安全交付金事業 

ロ-12 都市公園・緑地等事業 

ロ－１２－（１）都市公園等事業  

●目的 

都市公園事業は、都市公園法第２条第１項第１号に規定する都市公園のうち、

当該都市公園の防災に資する機能が災害対策基本法に基づく地域防災計画等に

位置づけられた都市公園、農山漁村地域の生活環境の向上に資する特定地区公

園（カントリーパーク）のうち、地域防災計画等に位置づけられた防災・安全対

策のために 特に必要と認められる特定地区公園、大都市地域等において大規模

な地震等に伴い発生する災害から国民の生命、財産を守るための避難地となる

防災緑地の整備を行うことを目的とする。 

●交付対象事業-都市公園事業-定義 

この要綱において、「防災公園」とは、以下の都市要件と面積要件を満たす都

市公園で、災害対策基本法に基づく地域防災計画等に当該都市公園の防災に資

する機能が位置づけられているものをいう。 

●事業要件 

○優先的検討規程等による、平成 29 年の都市公園法改正により設けられた公募設

置管理制度を含むＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入に係る検討を了することを要件と

する。ただし、利用料金の徴収を伴う施設の整備を新たに実施する場合は、上記

の人口、事業費の要件に関わらず、公募設置管理制度の導入に係る検討を了する

ことを要件とする。 

Ｂ 防災公園 

●都市要件 

○①-1 防災公園対象都市要件 

地域防災拠点の機能を有する都市公園については１)～８)、広域避難地の 

機能を有する都市公園については１)～７)、帰宅支援場所の機能を有する公園

緑地については１)又は４)のいずれかに掲げる都市に所在するものであるこ

と。 

１）三大都市圏の既成市街地等及びこれに隣接する区域に含まれる都市 

２）大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域に含まれる都市 

３）地震予知連絡会が平成 19年度まで指定していた観測強化地域又は特定観測

地域に含まれる都市 

４）指定市、又はこれらの都市との広域連携が地域防災計画等に位置付けられ

ている都市 

５）県庁所在都市、人口 10万人以上の都市、又はこれらの都市との広域連携が

地域防災計画等に位置付けられている都市 

６）南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく南

海トラフ地震防災対策推進地域に含まれる都市 

７）日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法に基づく日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域に

含まれる都市 

●総合事業費の条件 

市区町村事業は

2.5億円以上 

 

●交付対象 

地方公共団体 

 

●交付限度額 

都市公園法施行

令第 31 条各号に

定める公園施設

の整備に要する

費用について、当

該事業費用の額

の 1/2を乗じて得

た額。 

 

●当該都市公園の防

災に資する機能が

災害対策基本法に

基づく地域防災計

画等に位置づけら

れていること。 
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８）DID 区域を有する都市 

○①-2 防災公園対象地域要件 

１）広域避難地の機能を有する都市公園 

以下のⅰ)又はⅱ)に掲げる要件を満たす地域 

ⅰ）人口密度 40人/ha 以上であり、10ha以上の広域避難地として、都市公園以

外の広域避難地を含めても歩行距離 2km 以内の避難圏域内人口１人当たり

２㎡が確保されていないこと。 

ⅱ）帰宅困難者が１万人以上発生することが想定される地域及びこれに隣接す

る地域であること。  

２）一次避難地の機能を有する都市公園 

以下のⅰ)又はⅱ)に掲げる要件を満たす地域  

ⅰ) 人口集中地区（DID 地区）又は地域防災計画に基づく津波被害が想定され

る地区であり、災害発生時の緊急な１ha 以上の一次避難地として、学校施

設等他施設を含めても歩行距離 500m以内の避難圏域内人口１人当たり２㎡

が確保されていないこと。 

ⅱ) 帰宅困難者が 1万人以上発生することが想定される地域及びこれに隣接す

る地域であること。 

３）帰宅支援場所の機能を有する公園緑地 

地域防災計画等において帰宅支援を効率的に行うために設定された道路か

ら 500ｍ以内の地域 

●面積要件 

１）広域防災拠点の機能を有する都市公園 

災害が発生した場合において、災害復旧活動の支援拠点、復旧のための

資機材や生活物資の中継基地等、広域防災拠点の機能を発揮する都市公園

で、面積が概ね 50ha以上のもの 

２）地域防災拠点の機能を有する都市公園 

広域防災拠点や避難地との円滑なアクセス性が確保され、災害が発生し

た場合において、救援救護活動の前線基地、復旧のための資機材や生活物

資の中継基地としての機能を発揮する都市公園で、面積が概ね 10ha以上の

もの 

３）広域避難地の機能を有する都市公園 

災害が発生した場合において、広域的な避難地としての機能を発揮する

都市公園で、面積が 10ha 以上のもの（周辺の空地とあわせて 10ha となる

４ha 以上の都市公園及び周辺の不燃化の状況等を勘案して 10ha 以上の都

市公園と同等の有効避難面積が確保される都市公園（面積概ね８ha以上）

を含む。） 

４）一次避難地の機能を有する都市公園 

災害発生時において、主として周辺住民の避難収容、広域避難地への段

階的な避難等、一次避難地としての機能を発揮する都市公園で、面積が２

ha以上のもの（周辺の市街地とあわせて２haとなる都市公園を含む。） 

ただし、三大都市圏の既成市街地等（首都圏整備法に基づく既成市街地

及び近郊整備地帯、近畿圏整備法に基づく既成都市区域及び近郊整備区域

並びに中部圏開発整備法に基づく都市整備区域）に位置する都市、指定市、
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県庁所在都市又は中核市における DID 地域を含む地区の都市公園及び地域

防災計画で津波避難場所として位置づけられる都市公園に関しては、面積

が１ha以上のもの（周辺の市街地とあわせて１haとなる都市公園を含む。） 

５）帰宅支援場所の機能を有する公園緑地 

災害発生時において、主として都心部から郊外部への帰宅者の支援場所

としての機能を発揮する公園緑地（原則として都市公園として管理するも

の（都市計画決定されていないものを含む。やむを得ない場合は、市町村

の条例等に基づく公園緑地として管理するもの））で、面積が 500㎡以上の

もの 

ただし、合計５箇所以上の公園緑地の整備を行う事業を対象とする。 

６）避難路となる緑道 

災害発生時において、周辺住民の一次避難地等への避難路となる都市公

園で、幅員 10m以上のもの。（周辺の不燃化の状況等を勘案して幅員 10m以

上の都市公園と同等の避難上有効な幅員が確保されるものを含む。） 

●対象事業内容 

施設整備は、都市公園法施行令（昭和 31 年政令第 290 号）第 31 条各号に定

める公園施設の整備を対象とする。ただし、防災機能の向上に寄与しないテニス

コート、プール等の公園施設の整備を除く。また、帰宅支援場所の機能を有する

公園緑地については、都市公園法施行令第 31条各号に定める公園施設のうち次

に掲げる施設を対象とする。 

１）園路又は広場 

２）植栽その他の修景施設 

３）休憩所、ベンチその他の休養施設 

４）便所、水飲場その他の便益施設 

５）門、さく、管理事務所、照明施設、水道その他の管理施設 

６）備蓄倉庫その他都市公園法施行規則で定める災害応急対策に必要な施設 

公共施設等適正管理推進事業債／総務省 

●事業要件 

○個別施設計画に位置付けられた集約化事業又は複合化事業 

○全体として延床面積が減少する事業 

○公用施設や公営住宅、公営企業施設等を整備する事業は、対象とならない 

●留意事項 

○統合前の施設の廃止が、集約化又は複合化による統合後の施設の供用開始から５

年以内に行われることが必要。 

○国庫補助事業として実施される事業についても対象事業に含まれる。 

○複数の地方公共団体が連携して実施する集約化事業や複合化事業についても、当

該事業が連携協約や協定等に基づいて行われる場合には、対象となる。 

○公共施設と庁舎等の対象外施設を複合化する事業については、対象施設に係る部

分に限り対象となる。（共用部分がある場合、当該部分については面積按分等） 

○集約化又は複合化により整備する施設に統合前の施設以外の機能を有した施設

を新たに併設する場合においては、統合前の種類の公共施設を整備する部分に限

り対象となる。 

●充当率 

事業費の 90％ 

 

●交付税措置 

元 利 償 還 金 の

50％を基準財政

需要額へ参入。 

 

●期間 

 平成 29 年度～令

和３年度※ 

 

※令和４年度以降は

不明 
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５．民間資金の活用について 

ＰＰＰ／ＰＦＩ等の官民連携手法以外の民間資金の活用として、企業が自治体に寄附

することで税負担が軽減される制度である地方創生応援税制（通称：企業版ふるさと納税）

や寄附金があります。 

また、負担付寄附の活用によって民間投資された事例もあり、今後はこれらの事例も踏

まえて、民間資金の活用について検討を進めていきます。〔図表７- ２〕 

 

図表７- ２ 負担付寄附を活用した事例一覧 

項目 
市立吹田サッカー 

スタジアム 
横浜アリーナ 宮城球場 

概要 

寄附金・助成金で設計・建

設費の大部分を賄う事業

スキーム。 

負担付寄附による吹田市

所有施設ながら、土地賃

貸、維持管理・運営、大規

模修繕などを指定管理者

の㈱ガンバ大阪が負担す

る、実質上、民設民営の事

業スキーム。 

横浜市と民間企業の出資

による第三セクターが施

設を整備した後市に寄附

し、45年間の経営権を取得

する事業スキーム。 

横浜市は出資と土地を提

供する一方で、維持管理・

運営・修繕にかかる一切は

㈱横浜アリーナの負担と

なる。 

宮城県が球団に管理許可

を付与し、アマチュアに一

定の貸し出しを行う条件

で、減免後の定額の使用料 

で球場を貸与、運営業務も

全て球団に移管したスキ

ーム。 

球団は維持管理・修繕にか

かる費用の一切及び球場

に付随する改修に係る投

資を負担する代わりに、 

営業権を取得している。 

土地所有者 大阪府 横浜市 宮城県 

施設整備 寄附金・助成金にて建設 ㈱横浜アリーナ 宮城県 

施設所有 吹田市 横浜市 宮城県 

運営・管理 ㈱ガンバ大阪 ㈱横浜アリーナ ㈱楽天野球団 

大規模修繕 基金積み立て ㈱横浜アリーナ ㈱楽天野球団 

出所）スタジアム・アリーナ運営・管理計画検討ガイドライン（平成 30 年７月）スポーツ庁 

 

６．維持管理について 

適切な点検や修繕・維持補修を行うとともに、多額となることが想定される光熱水費に

対応するための効率的な空調システムの導入やＬＥＤ照明等による維持管理費の抑制を

図ります。  

   また、事後保全から予防保全への転換による計画的な改修・更新に取り組み、長寿命化、

ライフサイクルコストの縮減、環境配慮を目指します。  
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７．建設までの流れについて 

ＰＰＰの導入可否により、建設までの流れが分岐します。ＰＰＰを導入する場合は、基

本計画策定後に民間事業者を募集するための検討を行い、選定された民間事業者が設計

し、建設を行います。ＰＰＰを導入しない場合は、基本計画策定後、本市が設計委託を行

い、建設工事を発注します。〔図表７- ３〕 

 

図表７- ３ 建設までの流れ 
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